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はじめに     

  

  皆野町では、平成 25年に第 1期皆野町地域福祉計画・地

域福祉活動計画を策定して、各保健・医療・福祉分野計画の

『自助、共助・互助、公助』の連携を強化することにより、

地域福祉の推進に取り組んでまいりました。 

しかしながら、第 1期の計画期間の中においても、少子高

齢化や核家族化、地域コミュニティの希薄化などが進む中で、

生活困窮者の支援や持続可能な地域福祉活動の支援の問題な

どの課題への対応が求められてきました。そのために国では

平成 30年 4月に社会福祉法を改正し、「土台としての地域力」の強化を図ることの方向性が

出されたところです。 

このため、第 1期の地域福祉計画・地域福祉活動計画の取り組みをさらに進化するために、

町と社会福祉協議会とが連携、協働してアンケート調査を実施するなど、多くの町民の皆様か

らご意見をいただきながら、第 2期の計画を策定いたしました。  

本計画では、「笑顔が行き交う共助と自立のまちづくり」を基本理念として、「個人、家族、

地域の絆を支えるための取組の推進」、「地域力を高めるまちづくりの推進」、「安心・安全な暮

らしを支えるための取組の推進」の３つの基本目標を掲げております。  

今後、町民の誰もが住み慣れた地域で、いつまでも安心して自立した生活を送り続けられる

ことができる地域社会の実現に向けて、町民の皆様とともに各種施策を実施してまいりますの

で、ご理解とご協力をお願いいたします。  

むすびに、本計画の策定にあたりまして、アンケート調査、ヒアリングなどにご協力をいた

だきました多くの町民の皆様、また、熱心にご審議をいただきました地域福祉計画・地域福祉

活動計画策定委員会委員をはじめ関係団体の皆様には、貴重なご意見、ご提言をいただきまし

たことに、心より感謝を申し上げます。  

  

   平成３０年３月  

    皆野町長・皆野町社会福祉協議会長  石木戸 道也   
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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景 

（１）地域福祉をめぐる背景 

私たちの周りを見回すと、高齢者や障がいのある人など、日常的な支援を必要とする人々が

地域にたくさん暮らしていることがわかります。また、仕事や子育て、介助・介護など生活全

般における不安や悩み、ストレスを抱える人も増加しています。 

一方、家庭や地域の中では、少子化や高齢化、核家族化などが進行し、人間関係の希薄化や

地域への関心の低下がみられ、｢お互いに助け合う力、支え合う力｣が弱まってきていることが

うかがえます。 

こうした、社会や地域の状況が変化しているため、個々がかかえる生活課題や問題等が増大・

多様化し、その課題等を解決するためのこれまでの福祉制度等の仕組みでは対応できない部分

も生まれつつあります。 

 

様々な地域の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）助け合うこと・支え合うことの必要性 

東日本大震災などの災害や、1920 年に開始されて以来、初めて人口減少に転じた平成 27

年の国勢調査の結果などを経験し、国全体でも、身近な地域でも、家族や地域の絆、ともに助

け合い・支え合い、励まし合うことの大切さが再認識されています。 

また、本格的な少子化・高齢化社会を迎える中、町民一人ひとりの願いでもある、｢歳を重ね

ても、いつまでも住み慣れた地域で生きがいを持ち、自分らしく安心して生活できる地域社会

を実現すること｣がますます求められており、このような地域社会を実現するためには行政と地

域が一丸となった支援体制の構築が必要になっています。 
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～社会福祉法改正のポイント～ 
 

〇地域における高齢者、障がい者、子どもの福祉などで、共通で取り組むべきことを定める。 

〇制度のはざまに落ちがちな支援を必要とする方への支援（生活困窮者、虐待防止等） 

〇地域の課題を「我が事・丸ごと」として、それぞれの立場の人や機関が連携しながら解決し

ていく仕組みをつくり「地域の力」をつけていく。 

 

（３）地域福祉とは 

■社会福祉基礎構造改革と社会福祉事業法の改正 

平成 11年 6月に当時の厚生省より｢社会福祉基礎構造改革について｣として社会福祉事業法

等改正法案大綱骨子が示され、昭和 26 年の社会福祉事業法制定以来大きな改正の行われてい

ない社会福祉事業、社会福祉法人、措置制度など社会福祉の共通基盤制度について、今後増大・

多様化が見込まれる国民の福祉需要に対応するため見直しが行われました。 

この社会福祉基礎構造改革の方向性を受け、平成 12年 6月に社会福祉事業法が社会福祉法

に改正され、この法の目的の一つとして｢地域福祉の推進｣が基本理念として掲げられました。 

さらに、平成 30年 4月には、地域福祉の主役はここの地域で暮らす住民やここで活動する

団体・機関であるという理念を具体化するために地域福祉計画の策定根拠である社会福祉法が

改正されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地域福祉とは 

中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会において、社会福祉の理念は、｢個人が人として

の尊厳をもって、家庭や地域の中で障がいの有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のあ

る生活が送れるよう自立支援すること｣としています。 

現在、社会や地域の状況の変容により地域住民の福祉ニーズは増大・多様化しており、この

ような地域社会を実現するためには、様々な生活課題に対して『３つの助』の連携により解決

していくことが必要となっています。 

つまり、地域福祉とは、公助によるサービスだけでなく、自助、共助・互助等それぞれの互

いの努力と連携をもとに福祉機能を充実させるとともに、その支え合いにより地域住民相互の

協力関係を再構築し、身近な地域の中で、あらゆる状況下にある全ての住民が、安心のある生

活が送ることができる社会を実現するためのものです。 

また、地域福祉活動計画は、『社会福祉協議会が主体となって地域住民、地域において社会福

祉に関する活動を行う者、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する者等が協働

して地域福祉を推進することを目的とした民間の活動・行動計画』です。皆野町では、この 2

つの計画を同時に策定することにより、様々な主体が連携し合う相乗効果を図ります。 
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～地域の課題を「我が事・丸ごと」として解決に向けて取り組むこととは～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省資料より一部改訂） 

全世代型地域包括ケアシステム 

（愛称：みなのいきあいシステム） 

各種相談支援機関 

個別課題の受け止め

と解決 

受けとめ 

地域課題の受け止め

と解決 

受けとめ 

社協、地域包括支援センタ－、相談支援

事業所、子育て支援センター、シルバー

人材センター、社会福祉法人、ＮＰＯ法人等 

 

いきあうべえや。 

社協 



 

4  

（４）『３つの助』について 

 

 町民一人ひとりの努力               

日頃身のまわりで起こる問題に対して、まず自分自身や家庭の努力によ

り解決することです。   

 

町民同士の協力                  

自分自身や家庭内で解決できない問題に対して、親戚やご近所、ボラン

ティアなどの地域が力を合わせて解決することです。  

  

町及び公的機関による福祉サービス        

地域で解決できない問題に対して、行政や公的機関による制度やサービ

スにより解決していくことです。  

自助 

 

共助・互助 

公助 
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社会福祉法（平成 12 年 6 月改正）より抜粋 

（目的） 

第 1 条 この法律は、社会福祉を目的とする事業の全分野における共通的基本事項を定め、社

会福祉を目的とする他の法律と相まって、福祉サービスの利用者の利益の保護及び地域に

おける社会福祉（以下「地域福祉」という。）の推進を図るとともに、社会福祉事業の公明

かつ適正な実施の確保及び社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図り、もって社会福

祉の増進に資することを目的とする。 

（福祉サービスの基本理念） 

第３条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者が

心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う

者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員とし

て日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与えら

れるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

 

２ 計画策定の趣旨 

町では、これまでに保健・医療・福祉に関する様々な計画を策定し、制度による施策のみな

らず、関係機関や団体、事業者、町民との協働による事業展開を図ってきました。 

今後は、本格的な高齢社会、要援護者の増加等の地域福祉を取り巻く町の環境の変化に対応

するとともに、より一層地域との連携強化を図ることが重要です。このため、各保健・医療・

福祉分野計画の『自助、共助・互助、公助』の連携を強化し、地域全体・地域主体の福祉のま

ちづくりを進めるため、皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画を策定したものです。 

 



 

6  

３ 計画の位置づけ 

（１）地域福祉計画 

地域福祉計画は、平成 12 年 6 月に改正された社会福祉法第 107 条の規定に基づいた「市

町村地域福祉計画」として位置づけられます。 

 

社会福祉法（平成 30 年 4 月改正）より抜粋 

（市町村地域福祉計画） 

第 107 条 市町村は、地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める

計画(以下「市町村地域福祉計画」という。)を策定するよう努めるものとする。 

一 地域における高齢者の福祉、障害者の福祉、児童の福祉その他の福祉に関し、共通して

取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

五 前条第一項各号に掲げる事業を実施する場合には、同項各号に掲げる事業に関する事項 

２ 市町村は、市町村地域福祉計画を策定し、または変更しようとするときは、あらかじめ、

地域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに、その内容を公表するよう努めるものと

する。 

３ 市町村は、定期的に、その策定した市町村地域福祉計画について、調査分析及び評価を

行うよう努めるとともに、必要があると認めるときは、当該市町村地域福祉計画を変更する

ものとする。 

 

（包括的な支援体制の整備） 

第 106 条の３ 市町村は次に掲げる事業の実施その他の各般の措置を通じ、地域住民等及び

支援関係機関による、地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ、地域生活課題の

解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 

一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援、(中略)～

に関する事業 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ、(中略)～に

関する事業 

三 生活困窮者自立支援法第二条第二項に規定する生活困窮者自立支援事業を行う者(中略)

～に関する事業 

２ 厚生労働大臣は、前項各号に掲げる事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため

必要な指針を公表するものとする。 
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改正社会福祉法第 106 条の 3 に基づく「包括的な支援体制の整備」が求められる背景は概

ね以下の通りです。 

 

●地域福祉をめぐる現状と課題、様々な取組 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 29 年 9 月 27 日「地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全国担当者会議」資料１より作成 

●世帯の複合課題 
・高齢の親と働いていない独身の 50 代の子とが同

居している世帯(いわゆる「8050」問題) 

・介護と育児に同時に直面する世帯 

（いわゆる「ダブルケア」問題） 

・障がいのある子の親が高齢化し介護を要する世帯 

・様々な課題が複合して生活が困窮している世帯 

●制度の狭間にある課題 
・制度の対象外、基準外、一時的なケース 

●自ら相談に行く力がない 
・頼る人がいない、自ら相談に行くことが困難 

・社会的孤立・排除。一例である「ごみ屋敷」。地

域住民から見ると「気づいていても何もできな

い」、見て見ぬふり 

●地域の福祉力の脆弱化 
・少子高齢・人口減少化の進展、自治会・町内会の

加入率減少などによる地域で課題を解決してい

くという地域力の脆弱化 

●新たな地域課題 
・単身世帯の増加、賃貸住宅への入居時の保証の問

題、入院時の対応や看取り、死亡後の対応など成

年後見を含め新たな生活支援が必要 

：既存の制度による解決が困難な課題 

「土台としての地域力」の強化⇒包括的な支援体制の整備（第 106条の 3） 
～我が事・丸ごとの地域共生社会の実現～ 

 
 

●改正法施行(平成 30 年 4 月)
～ 

「必要な支援を包括的に確保 
する」という理念を普遍化 

「必要な支援を包括的に確保」 

する」という理念を普遍化 

 
子ども・子育て家庭 

【子ども・子育て家庭を対象にした相談機関】 
●地域子育て支援拠点 

●子育て世代包括支援センター 

●地方創生・地域づくり 
・地域には今まで存在しながら光が当たらなかった

宝（「知恵」「人材」「資源」）があることに気づき、

それを最大限引き出し、自分たちが住みたい地域

を自分たちでつくる、地域でできることを探し、

発展させていく地域づくりが各地で進められて

いる。地域の文化や環境、地域経済の持続可能性

をどのように確保していくか、という危機感と同

時に、将来への希望がある。 

●生活困窮者自立支援制度(平成27年４月~) 
・直面する複合的な生活課題に対し、個々の置かれ

ている状況を明らかにし、就労準備や中間的就労

支援、家計相談支援といったこれまで十分に福祉

分野で行えていない支援を加え、地域で工夫しな

がら解決につなげていく仕組みで、対象者の属性

に関わりなく、複合的な課題に対する包括的な取

組の先駆けとしての意味を持つ。 

① 自立相談支援事業(事業費 182 億円、国費 3/4) 

② 住居確保給付金(事業費 23 億円、国費 3/4) 

③ 就労準備支援(事業費 53 億円、国費 2/3) 

④ 一時生活支援事業(事業費 34 億円、国費 2/3) 

⑤ 家計相談支援事業(事業費 39 億円、国費 1/2) 

⑥ 子どもの学習支援事業(事業費 66 億円、国費

1/2) 

～地域福祉をめぐる現状と課題～ ～進めている取組～ 

高齢者 
地域包括ケアシステム 
[地域医療介護確保法第 2 条] 

【高齢者を対象にした相談機関】 

●地域包括支援センター 

 
障がい者 

地域移行、地域生活支援 
【障がい者を対象にした相談機関】 

●基幹相談支援センター 等 

共生型 

サービス 

生活困窮者支援 
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〇次世代育成支援行動計画
〇高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
〇障がい者計画・障害福祉計画
〇健康みなの21計画

第5次皆野町総合振興計画

分
野
別
計
画

その他の計画
・地域防災計画　等

地域福祉計画

皆野町社会福祉協議会の計画

　地域福祉活動計画

皆野町の計画

連携

（一体的に策定）

この計画は、第５次皆野町総合振興計画を上位計画とし、保健・医療・福祉に関する分野別計

画の地域福祉に関する事項を具体化するものです。このため、現在町において推進している保

健・医療・福祉に関する各計画と整合性を図り、共通の理念に基づき、町民と多くの関係機関

との協働により、町民の誰もが住み慣れた地域の中で、安心して充実した生活を送ることので

きる地域社会を築くこと、すなわち、地域福祉の推進の指針として位置づけます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

〇 子ども・子育て支援事業計画 

〇 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

〇 障がい者計画・障がい福祉計画 

〇 健康みなの２１計画 
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（２）地域福祉活動計画 

地域福祉活動計画は、社会福祉協議会が主体となって地域住民、地域において社会福祉に関

する活動を行う者、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス）を経営する者等が協働して地

域福祉を推進することを目的とした民間の活動・行動計画です。 

  

社会福祉協議会について  

社会福祉協議会は社会福祉法第 109 条に規定され、社会福祉を目的とする事業を経営 

する者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、以下の事業を行うことにより地域福 

祉の推進を図ることを目的とした団体です。  

 

○社会福祉を目的とする事業の企画及び実施  

○社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助  

○社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成  

○社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業  
 

 

（３）地域福祉計画と地域福祉活動計画との関係 

地域福祉を計画的・効果的に展開するためには、地域住民による福祉活動、民間の福祉サー

ビス機関・団体等による活動、行政等による公的な福祉サービスが一体となり、包括的に支援

していく仕組みづくりが必要です。 

このため、町では行政の地域福祉に係る具体的な方向性や施策を示す「地域福祉計画」と地

域住民や地域福祉に関わる住民組織などが実践する具体的な活動内容を定める「地域福祉活動

計画」を一体的に策定し、自助、共助・互助、公助の連携体制の充実を目指し、地域において

支援が必要な人の日常生活を支えるための体制づくり“地域福祉社会の実現”を進めます。 
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４ 計画の期間 

この計画の期間は、平成 30年度から平成 34年度までの 5年間とします。 

平成 29年度  平成 30年度  平成 31年度  平成 32年度  平成 33年度  平成 34年度  平成 35年度 

 

調査策定作業 

 

 

 

第 3期計画へ 
 

調 査 
見直し 

第 5 次皆野町総合振興計画 

 

 

５ 策定体制 

この計画の目的は、町民一人ひとりが人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で障がいの

有無や年齢にかかわらず、その人らしい安心のある生活が送れるよう自立支援することです。 

そのためには、町民の地域福祉に係る実態を調査し、町の現状を捉えるとともに、地域全体・

地域主体の福祉のまちづくりに必要な方策及び推進体制の検討など、様々な角度から検討する

必要があります。 

また、計画を実効性のあるものにするためには、調査・策定段階から町民の視点を取り入れ

ることが重要です。 

このため、計画策定にあたっては、多くの町民の参加により地域福祉施策に対する町民ニー

ズを把握し、それを反映させるために以下の策定体制により行いました。 

 

①皆野町地域福祉計画策定に関する意識調査 

②民生委員・児童委員、地域福祉・ボランティア団体ヒアリング 

③パブリックコメント 

④皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会 

 

 

 

 

 

 

 

皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画 
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第２章 町の現状

１ 統計からみえる町の現状 

（１）少子化・高齢化の進行 

町の総人口は、平成 27年では 10,343人となっていますが、平成 29年には 10,048人ま

で減少し、その後も減少が見込まれ、平成 32 年には 9,521 人、平成 37 年には 8,616 人と

推計されています。また、年齢 3 区分別にみると、40 歳未満と 40～64 歳の人口は減少傾向

にありますが、65歳以上の人口は平成 32年にかけて増加が見込まれ、平成 32年には全体の

37.4％に及ぶ 3,557人になることが推計されています。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

65 歳以上の高齢者人口の現状及び推計をみると、平成 32 年にかけて 65～74 歳は年々増

加傾向にあり、75歳以上においても平成 32年に微減が予測されるものの、概ね増加傾向にあ

ります。また、平成 37年にかけては、65～74歳が減少に転じるのに対し、75歳以上は、依

然増加傾向が続くものと推計されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 27年～平成 29年は住民基本台帳（各年４月１日現在） 

平成 30年～平成 32年及び平成 37年は住民基本台帳人口をもとにしたコーホート変化率法による推計 
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（２）核家族化や一人暮らし世帯の増加 

町の１世帯あたり人員の推移をみると、平成 25年は１世帯あたり 2.70人であったものが平

成 29年では 2.43人とやや減少傾向となっています。 

また、国勢調査によると、高齢者単身世帯は平成 27年 10月 1日現在 496世帯で、総世帯

数の 13.5％となっており、平成 7年から平成 27年にかけて約３倍の増加となっています。 

 
1世帯あたり人員 

2.00

2.10

2.20

2.30

2.40

2.50

2.60

2.70

2.80

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年  
１世帯あたり人員 = 総人口 ÷ 世帯数  資料：埼玉県町（丁）字別人口調査（各年 1月 1日現在）  

 

高齢者世帯の状況 

区 分  平成 7年  平成 12年  平成 17年  平成 22年  平成 27年 

総世帯数  3,635 3,735 3,771  3,762  3,662 

高齢者のいる世帯  

（上段：人、 

下段：%）  

1,714

（47.2%） 

1,879 

（50.3%） 

1,979  

（52.5%）  

2,046 

（54.4%）  

2,154 

（58.8%） 

  

  

  

単身世帯  175 

（4.8%） 

241 

（6.5%） 

322  

（8.5%） 

417  

（11.1%）  

496 

（13.5%） 

夫婦のみ世帯  337 

（9.3%） 

419 

（11.2%） 

462  

（12.3%）  

528  

（14.0%）  

593 

（16.2%） 

その他の世帯  1,202 

（33.1%） 

1,219 

（32.6%） 

1,195 

（31.7%）  

1,101 

（29.3%）  

1,065 

（29.1%） 
資料：国勢調査（各年 10月 1日現在）  

※夫婦のみ世帯とは、夫又は妻のいずれかが 65 歳以上の夫婦１組のみの一般世帯を指します。 

（人） 
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735 

172 
32 18 80 

3,427

945 

198 157 

675 

928

349 

85 
82 

250 

925

321 

80 208 

220 

6,015

1,787 

395 
465 

1,225 

皆野地区 国神地区 金沢地区 日野沢地区 三沢地区

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

（３）地区別の高齢化の現状 

平成 29 年１月 1 日現在の埼玉県町（丁）字別人口調査から、町の地区別人口をみると、人

口規模で最も多い地区は皆野地区の 6,015 人、最も少ない地区は金沢地区の 395 人となって

います。 

また、地区別高齢化率（65 歳以上の割合）をみると、日野沢地区で 62.3％と最も高く、地

区人口全体の 44.7％が 75歳以上と高齢化が非常に進行していることがわかります。 

 

 

地区別人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（人） 
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12.2 9.6 8.1 3.9 6.5

57.0 

52.9
50.1

33.8

55.1

15.4

19.5
21.5

17.6

20.4

15.4 18.0 20.3

44.7

18.0 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

皆野地区 国神地区 金沢地区 日野沢地区 三沢地区

０～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上

地区別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：埼玉県町（丁）字別人口調査平成 29年 1月 1日現在  

 

（４）日常的な支援を必要とする人の増加 

 

●要介護等認定者数の増加 

町の要介護給付対象者（要介護１～５）及び予防給付対象者（要支援１・２）は、ともに平成

28年に大きく減少していますが、平成 29年以降は増加傾向となることが予測されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：平成 27年～平成 28年は介護保険事業状況報告 

平成 29年～平成 32年及び平成 37年は厚生労働省作成「地域包括ケア見える化システム」による推計 

（％） 
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378 374 356 341 340

80 84 88 86 86

40 46 47 67 69

498 504 491 494 495

0

100

200

300

400

500

600

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

身体障害者手帳 療育手帳 精神障害者保健福祉手帳

●障害者手帳所持者 

町の身体障害者手帳所持者数は、平成 29年 4月 1 日現在 340 人で、平成 25 年度から平

成 29年度にかけて 38人減少しています。 

また、療育手帳所持者数及び精神障害者保健福祉手帳所持者数においてはやや増加傾向にあり、

平成 29年では療育手帳所持者が 86人、精神障害者保健福祉手帳所持者が 69人となっていま

す。 

平成29年４月1日現在の町の総人口に占める割合をみると、身体障害者手帳所持者で 3.4％、 

療育手帳所持者で 0.9％、精神障害者保健福祉手帳所持者で 0.7％となっています。 

 

障害者手帳所持者 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           資料：健康福祉課（各年度 4月 1日の交付者数）  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（人） 
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２ 地域福祉をめぐる現状  

（１）地域における子育て支援の充実  

急速な少子化の進行や共働き世帯の増加など、家庭及び地域を取り巻く環境の変化に伴い、家

庭や地域における子育て力の低下が懸念されています。このため、次世代を担う子どもを育成す

る家庭を地域全体で支援することにより、子どもが心身ともに健やかに育つための環境を整備す

ることが必要となっています。  

町では、平成 27年 3月に「皆野町子ども・子育て支援事業計画（平成 27年度～31年度）」

を策定し、地域子育て支援センターや、広域で実施しているファミリー・サポート・センタ

ーなどの各種事業を展開し、地域や関係機関との協働による子育て支援やネットワークづく

りを行っています。  

また、育児サークルなど住民同士の活動を支援し、育児や子育ての相談、情報提供、交流ので

きる場を設けるなど、地域における子育て支援を進めています。  

今後も、全ての家庭に対して子どもの成長過程に応じた、家族や地域の絆づくり、子ども自身

の視点を重視した子育て支援の充実を図るとともに、次代を担う子どもの健やかな育成を通じた

地域コミュニティを構築することが必要です。  

 

（２）元気で長生きできるまちづくりの推進  

高齢者数の増加とともに核家族化が進行しており、高齢者一人暮らし世帯や高齢者のみの世帯

も増加傾向にあり、地域において支援が必要な高齢者や高齢者が高齢者を介護するいわゆる「老

老介護」の世帯も増加しています。  

こうした中、高齢者がいつまでも住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように、介護

予防の推進や介護保険サービスの基盤充実とともに、高齢者単身世帯や高齢者のみ世帯の実態を

踏まえた見守り体制や、家族介護者支援の充実等、介護を必要としている高齢者のみならず、介

護保険給付対象外の高齢者福祉サービスを含めた高齢者福祉事業全般にわたる供給体制の確保

が重要となっています。  

町では、平成 30年 3月に「第７期皆野町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成 30

年度～32 年度）」を策定し、高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域にお

いて継続して生活できるよう、介護、保険、医療、生活支援サービス、住まいの５つを一体化し

て提供していく「地域包括ケア」の深化に向けた取り組みを進めています。  

 

（３）障がいのある人への支援  

町では、障がいのある人の地域生活を支援するとともに、障がいがあっても自立し、生きがい

をもって豊かに生活できるまちづくりを進めるために、平成 30 年 3 月に「皆野町第５期障が

い者計画・障がい福祉計画（平成 30年度～32年度）」を策定し、推進しています。  

今後も、障がいの有無にかかわらず、誰もが住み慣れた地域でともに安心して暮らせる社会を

築くために、町民一人ひとりが、障がいや障がいのある人について正しく理解するとともに、障

がいのある人が地域において自立した生活を送ることができるよう地域一体となって支援する

ことが必要です。  
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（４）町民の健康を支えるための支援  

健康なこころと身体を維持し、いつまでも生きがいに満ちた人生を送ることは全ての町民の願

いです。  

町では、町民一人ひとりが「自分の健康は自分で作り育てるもの」といった取り組みを支援す

るため、平成 26 年 3月に「第 2 期健康みなの 21 計画」を策定しました。この中で、住民主

体・参加による健康づくりを推進するため、いきいきサポーター、食生活改善推進員、ボランテ

ィアなどにより、町民一人一人の健康を地域で支えるための情報提供や各種講座の開催などを進

めています。  

  

（５）災害時等の緊急時における支援  

近年の風水害や地震災害に見られるように、犠牲者の多くは高齢者、乳幼児、傷病者及び障が

い者など災害による避難時に支援が必要となる災害時要援護者が占めています。  

町では、「皆野町地域防災計画」及び「災害時要援護者避難支援プラン」を策定し、災害時に

おける情報伝達や避難誘導の具体的方法など要援護者の安全確保に努めています。  

また、災害時要援護者の「名簿」や「要援護者マップ」などを作成し、在宅の災害時要援護者

の所在や緊急連絡先を把握するとともに、自主防災組織、防災関係機関、福祉関連機関や企業と

の連携を進め、「自らの地域は自らが守る」という考えのもと、地域全体の総合的な地域防災体

制の構築を進めています。 

 

 

３ 関係団体の状況  

（１）社会福祉協議会  

皆野町社会福祉協議会は、平成 2 年に社会福祉法人として認可され、地域が抱える様々な福

祉課題を解決する地域福祉の推進役として中心的な役割を果たすため、地域の特色を生かしなが

ら、子どもからお年寄り、障がいのある人など、誰もが安心して暮らせる「福祉のまちづくり」

を積極的に推進しています。  

  

設立許可  平成 2年 4月 2日  

役員構成  理 事：16 人 

監 事：２人 

評議員：29 人  

会員数  

（平成 28年度）  

特別会員：34事業所（平成 28年度実績） 

賛助会員：57人 

一般会員：3,279 世帯  

 

◆主な財源  

社会福祉協議会は民間組織の自主性と、広く町民や社会福祉関係者に支えられた公共性という

２つの側面を持つ団体です。  

したがって、社会福祉協議会で実施する福祉サービスや各種事業は、町民の皆様からの会費や

寄附金、共同募金の配分金、町の補助金などで実施されています。 
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（２）民生委員・児童委員  

民生委員は、民生委員法に基づき、厚生労働大臣からの委嘱を受けたボランティアです。社会

福祉の増進のために、常に町民の立場に立って、援助を必要とする方々に対し、生活や福祉全般

に関する相談・援助活動を行っています。  

また、民生委員は児童福祉法によって児童委員も兼ねており、地域の子どもや妊産婦等の福祉

等の向上のため必要な相談・援助を行っています。  

民生委員には、一定の地区を担当する民生委員・児童委員と、児童福祉に関する事項を専門的

に担当する主任児童委員がいます。  

  

地区担当民生委員・児童委員の活動  

・住民の生活状態を把握  

・援助を必要とする方に対する相談、助言  

・福祉サービスを利用する方への支援  

・社会福祉を目的とする事業を経営する者や福祉活動を行う者との連携とその活動の支援、

生活福祉資金の貸付制度に対する協力  

・児童の健全育成のための地域活動  

・児童虐待への取り組み  

・関係機関への意見具申  

・保護の必要な児童等を発見した場合の連絡通報  

  

民生委員・児童委員数  

  

  

  

地区担当（人）  26 

主任児童委員（人）  2 

合計（人）  28 

地区民生委員・児童委員協議会数  1 

  

（３）老人クラブ（長生クラブ）  

長生クラブでは、趣味・文化活動のほか、健康増進活動やボランティア活動など、多彩な奉仕

活動が活発に取り組まれています。また、より多くの人が参加できるよう、グラウンドゴルフな

ど軽スポーツの活動にも力を入れています。  

さらに、小学校からの声かけにより、縄ない教室などで子どもたちとの交流を行っているクラ

ブもあります。  

  

  H25年度  H26 年度  H27年度  H28年度  

老人クラブ数（団体）  18 17 17 17 

加入者数（人）  813 743 742 736 
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（４）子ども会育成会  

子ども会育成会は、地域の育成者が力を合わせて子ども会活動を援助するための組織です。 

育成者は、子どもをもつ親（父母）はもちろんのこと、地域に住む全てのおとなの人々をいい

ます。地域の教育力を高めるためには、地域のおとな一人ひとりが育成者であることを自覚し、

子ども会育成のために支援を行うことが大切です。  

 

（５）シルバー人材センター  

高齢者がこれまで長い年月にわたって培われた豊富な経験や高い能力を生かして、植木の手入

れ、除草・草刈り、襖・障子・網戸張替、清掃等幅広い分野で技術を発揮する場を提供していま

す。  

また、個人家庭での家事援助など、住民の要望に対応したきめ細かいサービスや福祉有償運送

サービスを実施しています。  

  

  H25年度  H26 年度  H27 年度  H28 年度 

登録者数（人）  212  205  207  212  

就労実人員（人）  169  165  163  170  

就労延べ人員（人）  17,762  17,799  16,848  18,093  

受注件数（件）  703  772  713  744  

契約金額（千円）  90,003  85,915  86,367  89,095  

  

（６）NPOやボランティア  

ボランティア活動は、町内の地域福祉活動を支える重要な担い手となっており、社会福祉協議

会にボランティアセンターが設置されています。  

  

ボランティア登録数  H25年度  H26 年度  H27年度  H28年度  

団体（団体）  6 6 8 8 

個人（人）  51 52 50 49 

  

（７）いきいきサポーター  

住民主体の健康づくりを推進していくため、平成 13 年度からいきいきサポーターを設置

しています。住民に身近な組織として 50 世帯に 1 人の割合を目安に約 100 人が委嘱され

ており、各種健康づくり活動を行っています。  

 

（８）食生活改善推進員  

「私たちの健康は、私たちの手で」を目標に活動しています。栄養及び食生活の改善を通

じて町民の健康づくりを支援しています。概ね 40名の推進員が活動しています。  
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４ アンケート（町民意識調査）からみえる課題等  

（１）調査の概要  

この調査は、皆野町において、平成 30年度～平成 34年度を期間とする第２期地域福祉計画・

地域福祉活動計画を策定するにあたり、住民の皆様の現状やご意見を詳しく把握し、計画に反映

させていただくとともに、今後の地域福祉に関する施策の推進に役立てるための基礎資料とする

ことを目的に実施しました。  

調査の対象は、平成 29年度に皆野町に在住の 18歳以上の男女とし、合計 1,000人につい

て無作為抽出調査を行いました。調査結果の概要は以下の通りです。  

  

 

区  分  調査票配布数  有効回収数  有効回収率  

18歳以上の男女  1,000 票 578 票 57.8%  

  

 

 

■調査の内容  

・性別、年齢、家族構成などの属性  

・悩みや不安など生活について  

・隣近所や地域との関わりについて  

・地域福祉に対する考えについて  

・福祉サービスに対する意識について  

・民生委員・児童委員、社会福祉協議会について  

・ボランティア活動や福祉教育について  

・今後の行政運営について  
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（２）結果の概要と課題  

 

①回答者の性別、年齢などの属性について  

回答者の性別は、男女ともに約 5割とほぼ同じ割合で、年齢は｢60歳代｣の回答が最も多くな

っています。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

    

  

1.4%

6.9%

7.1%

12.8%

13.0%

25.8%

18.2%

14.0%

0.9%

0% 10% 20% 30%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳代

80歳代以上

無回答
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58.0%

20.6%

2.6%

5.5%

11.8%

1.6%

また、回答者の居住地区は、｢皆野地区｣の割合が 58.0％と最も高くなっています。  
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62.3%

55.4%

11.2%

9.3%

36.3%

31.8%

9.2%

9.2%

4.8%

15.7%

1.4%

1.9%

6.7%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

自分や家族の健康のこと

自分や家族の老後のこと

生きがいに関すること

子育てに関すること

介護の問題

経済的な問題

隣近所との関係

住宅のこと

地域の治安のこと

災害時の備えに関すること

人権問題に関すること

その他

悩みや不安はない

無回答

 

②不安や悩みについて  

現在、日々の生活において主にどのような悩みや不安を感じているかについては、「自分や家

族の健康のこと」の割合が 62.3％と最も高く、次いで「自分や家族の老後のこと」が 55.4％、

「介護の問題」が 36.3％となっています。また、「経済的な問題」についても 31.8％と比較的

高くなっています。 

 

●不安や悩みについて（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

年齢別にみると、｢自分や家族の健康のこと｣「経済的な問題」では若年層ほど、｢自分や家族

の老後のこと｣「介護の問題」では高齢になるほど割合が高くなっています。また、「子育てに関

すること」では 30歳代から 40歳代で割合が高くなっています。 

町民の日常生活上の問題は、健康や老後、子育てから経済的な問題まで、それぞれの年齢で直

面する問題についての不安や悩みが主となり、また多岐にわたっていることが分かります。 

これらの課題に対応するためには、各福祉サービスの充実のみならず、サービスにつなげる相

談体制の充実、相談対応の専門性の向上、あるいはインフォーマルサービスの創出など、多様な

視点で行政や関係機関、地域の力で解決する仕組みづくりが必要です。 
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25.0

25.0

12.5

12.5

25.0

50.0

25.0

12.5

0.0

37.5

0.0

0.0

25.0

0.0

47.5

32.5

20.0

12.5

30.0

27.5

5.0

2.5

5.0

22.5

2.5

2.5

15.0

0.0

63.4

46.3

19.5

39.0

12.2

51.2

9.8

17.1

2.4

14.6

0.0

2.4

12.2

0.0

45.9

55.4

9.5

23.0

31.1

45.9

12.2

13.5

6.8

16.2

2.7

2.7

5.4

0.0

72.0

62.7

13.3

10.7

40.0

33.3

6.7

9.3

4.0

9.3

0.0

1.3

4.0

1.3

68.5

65.1

12.8

3.4

34.9

30.9

9.4

14.1

5.4

16.8

1.3

2.0

5.4

2.7

63.8

61.0

5.7

1.0

43.8

21.9

7.6

3.8

4.8

17.1

1.9

1.9

2.9

0.0

65.4

44.4

7.4

1.2

46.9

24.7

11.1

2.5

3.7

13.6

1.2

1.2

9.9

2.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

自分や家族の健康のこと

自分や家族の老後のこと

生きがいに関すること

子育てに関すること

介護の問題

経済的な問題

隣近所との関係

住宅のこと

地域の治安のこと

災害時の備えに関すること

人権問題に関すること

その他

悩みや不安はない

無回答

10歳代（計：８） 20歳代（計：40） 30歳代（計：41） 40歳代（計：74） 50歳代（計：75） 60歳代（計：149） 70歳代（計：105） 80歳代以上（計：81）

●不安や悩みについて（年齢別）  
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1.9

12.5

1.3

2.0

2.9

2.5

66.6

50.0

60.0

53.7

71.6

66.7

66.4

66.7

72.8

11.1

12.5

20.0

9.8

14.9

10.7

13.4

9.5

2.5

9.9

0.0

5.0

14.6

8.1

6.7

10.1

15.2

8.6

10.6

25.0

15.0

22.0

5.4

14.7

8.1

5.7

13.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

10歳代（計：８）

20歳代（計：40）

30歳代（計：41）

40歳代（計：74）

50歳代（計：75）

60歳代（計：149）

70歳代（計：105）

80歳代以上（計：81）

非常に親しく付き合っている 親しく付き合っている あいさつをする程度の付き合い 付き合いは、ほとんどない 無回答

6.1

2.5

5.4

4.0

5.4

10.5

7.4

13.3

2.4

12.2

12.0

26.8

14.3

3.7

18.9

7.5

17.1

21.6

22.7

20.8

21.9

14.8

2.2

1.3

1.3

2.9

6.2

59.5

100.0

90.0

80.5

60.8

60.0

45.6

50.5

67.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

10歳代（計：８）

20歳代（計：40）

30歳代（計：41）

40歳代（計：74）

50歳代（計：75）

60歳代（計：149）

70歳代（計：105）

80歳代以上（計：81）

よく参加している ある程度参加している あまり参加していない ほとんど、あるいはまったく参加していない 無回答

 

③隣近所との付き合いの程度や行政区の活動の参加状況について  

隣近所との付き合いの程度をみると、年代が上がるほど「非常に親しく付き合っている」や「親

しく付き合っている」の割合が増加しています。  

共助など隣近所の支え合いや助け合いが充実した地域福祉社会を創り出す第一歩は、身近な

人々によるあいさつや声かけが大切です。日頃から顔なじみとなり、自然と支援を必要としてい

る人が分かり、支え合い・助け合う関係がつくれることが重要です。特に、災害時などの緊急時

の初動体制に必要なことは、いざという時に支援が必要な人の顔が思い浮かぶことが大切です。  

  

●隣近所との付き合いの程度（年齢別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●行政区の活動の参加状況（年齢別） 
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6.1

4.5

8.4

6.7

9.4

4.4

13.3

13.1

12.6

13.3

6.3

19.1

18.9

16.4

17.6

13.3

34.4

26.5

2.2

0.9

3.4

9.4

1.5

59.5

65.1

58.0

66.7

40.6

48.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

皆野地区（計：335）

国神地区（計：119）

金沢地区（計： 15）

日野沢地区（計： 32）

三沢地区（計： 68）

よく参加している ある程度参加している
あまり参加していない ほとんど、あるいはまったく参加していない
無回答

2.6

3.3

0.8

6.7

3.1

68.0

63.9

74.8

80.0

56.3

79.4

11.1

10.1

13.4

21.9

8.8

9.9

12.8

5.0

13.3

9.4

4.4

8.5

9.9

5.9

9.4

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

皆野地区（計：335）

国神地区（計：119）

金沢地区（計： 15）

日野沢地区（計： 32）

三沢地区（計： 68）

非常に親しく付き合っている 親しく付き合っている あいさつをする程度の付き合い

付き合いは、ほとんどない 無回答

隣近所との付き合いの程度を行政区別に見ると、親しく付き合っていると回答された割合は、

全地区で 50.0％を超えているものの、非常に親しく付き合っているという質問に対しては、

地区によってばらつきがみられます。行政区の活動状況については、ほとんどの地区である程

度参加していると回答された方の割合は 10.0％をこえています。 

 

●隣近所との付き合いの程度（地区別）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●行政区の活動の参加状況（地区別） 
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37.9%

11.9%

26.5%

2.6%

7.1%

2.6%

6.2%

5.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

近所に住む者として、できる

範囲で支援したい

支援をしたいが、何をすれば

いいのかわからない

支援をしたいが、自分のこと

で精一杯でその余裕がない

支援は町役場などがやる仕

事なので、近所の者がしなく

てもよい

余計なお世話になってしまう

ので、支援はしない

その他

わからない

無回答

若年層や地区によっては見られる、隣近所との付き合いの程度が低いことや行政区活動への積

極的な参加が見られないといった課題を解決するためには、隣近所とのあいさつや声かけを積極

的に行うことが必要です。子ども会育成会、老人クラブ、行政区の地域活動など、それぞれが単

独で活動してきたものを、世代を超えた幅の広い活動に展開することが今後は必要です。 

あいさつや声かけといった日常的な関わりから、地域活動まで全ての年代や住んでいる地区に

関わらず活躍できる場を地域で創造することが重要です。 

  

④支援を必要としている人への手助けについて  

ひとり暮らしの高齢者、介護をしている家族、子育て中の家族など、何らかの支援を必要とし

ている人への日常生活上の手助けについての考え方は、「近所に住む者として、できる範囲で支

援したい」が 37.9％と高くなっている一方で、「支援をしたいが、何をすればいいのかわから

ない」や「支援をしたいが、自分のことで精一杯でその余裕がない」も比較的高くなっています。  

 

●日常生活上の手助け・お手伝いについて 
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日常生活上の手助けの方法としては、「見守りや安否確認の声かけ」「災害時の手助け」「お年

寄りの話し相手」が比較的高くなっています。  

  

●日常生活上の手助けの方法（複数回答） 

49.0%

22.3%

13.3%

16.3%

4.2%

7.6%

5.4%

30.3%

10.9%

2.2%

17.0%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

見守りや安否確認の声かけ

お年寄りの話し相手

買い物の手伝い

家事、雪かきの手伝い等

お弁当の配食

通院などの外出の手伝い

短時間の子どもの預かり

災害時の手助け

悩みごとの相談相手

その他

特にない

無回答
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協力関係は必

要だと思う

414
71.6%

協力関係は

必要だと思

わない

28
4.8%

わからない

105
18.2%

無回答

31
5.4%

支援が必要な人に対して、見守りや安否確認の声かけや話し相手など、できる限りの支援を提

供できる状態にある人が多くいることがうかがえます。こういった住民の思いを実践に移し、身

近な地域福祉活動を活性化するためには、支援の方法などの具体的な活動事例の情報提供、住民

提案型の活動支援等を充実する必要があります。また、多岐にわたる支援に対し、住民自身の力

では難しい地域問題に対しては、的確に地域ニーズを捉え、関係機関や団体、事業者など多様な

活動主体の協力を得た支援体制を確保する必要があります。  

  

⑤住民同士の協力関係について  

地域社会で起こる様々な生活問題に対して、住民相互の自主的な協力関係が必要かについては、

「協力関係は必要だと思う」が 7割を超えて高くなっています。  

  

●住民相互の自主的な協力関係の必要性  
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52.9%

21.8%

28.0%

18.2%

14.7%

2.1%

16.4%

7.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地域の人々が知り合い、触れ合

う機会を増やすこと

同じ立場にある人同士が力を合

わせること

支え合う地域づくりに関する情報

の提供や意識啓発をすること

地域の区、町会等の活動や地区

社会福祉協議会、ボランティア

活動への参加をうながすこと

地域で活動するさまざまな団体

相互の交流を深めること

その他

わからない

無回答

住民同士がともに支え合う地域づくりを進めるためには、どのようなことを行う必要があるか

については、「地域の人々が知り合い、触れ合う機会を増やすこと」が 52.9％と最も高く、「同

じ立場にある人同士が力を合わせること」「支えあう地域づくりに関する情報の提供や意識啓発

をすること」についても約２割と比較的高くなっています。  

  

●住民同士がともに支え合う地域づくりを進めるためには（複数回答）  
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43.8%

29.4%

59.3%

26.5%

18.3%

21.5%

0.0%

0.0%

0.0%

5.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

福祉サービスに関する情報をわ

かりやすく提供する

適切な相談対応やサービス選択

の支援ができる体制を整える

サービスに関する苦情や事業者

とのトラブル解決の支援体制を

整える

サービスの内容を評価する仕組

みを整える

行政やサービス事業者の情報

公開を進める

町民が福祉にかかわる制度を学

習できる機会を増やす

サービス利用者の権利を保護す

る仕組みを作る

その他

わからない

無回答

住民同士の協力関係をより強いものとするためには、地域の人々が知り合い、触れ合うことの

できる場の提供が求められています。こうした触れ合いを通じ、町民一人ひとりが自分自身の不

安や悩みを打ち明け、話し合い、共有することで、地域全体の福祉意識の向上を図ることもでき

ます。地域の課題を住民同士のふれあい・助け合い・支え合いの中で解決するという意識づくり

が重要です。  

福祉サービスを安心して利用するために、今後、町で取り組むべきことについては、「サービ

スに関する苦情や事業者とのトラブル解決の支援体制を整える」の割合が 59.3％と最も高く、

次いで「福祉サービスに関する情報をわかりやすく提供する」の割合が 43.8％、「適切な相談

対応やサービス選択の支援ができる体制を整える」が 29.4％となっています。  

  

●福祉サービスを安心して利用するために町で取り組む必要があること（複数回答）  
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名前も活動の内容

もよく知っている

124
21.5%

名前は聞いたことがあるが、

活動の内容はよく知らない

330
57.1%

名前も活動の内容

もよく知らない

102
17.6%

無回答

22
3.8%

知っている

322
55.7%

知らない

235
40.7%

無回答

21
3.6%

高齢化や核家族化が進行し、地域では一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯などが増加してい

ます。また、少子化や共働き世帯の増加等の影響で、子育て家庭の育児等に対する不安感や負担

感は増大しています。こうした地域の状況の中で、支援を必要としている人が一人で悩んでいる

状況も少なくないことが予想されます。このため、支援が必要なときに、必要な福祉サービスが

利用できるための情報提供の充実や相談体制の充実が求められています。また、住民同士の相

談や情報交換を活性化し、身近な地域で相談できる地域を目指し、いつでも相談ができるといっ

た安心感を育てることも必要です。  

  

⑥社会福祉協議会、民生委員・児童委員について  

社会福祉協議会の認知度については、「名前も活動内容もよく知っている」の割合が 21.5％、

「名前は聞いたことがあるが、活動の内容はよく知らない」が 57.1％、「名前も活動の内容も

よく知らない」が 17.6％と、活動内容の認知度が低くなっています。  

  

●社会福祉協議会の認知度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住まいの地区の担当民生委員・児童委員を知っているかについては、「知っている」が55.7％、

「知らない」が 40.7％となっています。  

  

●地区の民生委員・児童委員の認知度  

 

 

 

  

 

 

 

地域福祉活動の中心的な担い手である社会福祉協議会や地域の相談役である民生委員・児 

童委員の認知度を上げ、住民や社会福祉協議会、民生委員・児童委員、関係機関・団体、行 

政等が協働し、ともに地域課題に取り組む地域づくりが必要です。  
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9.5%

5.7%

4.0%

3.6%

6.9%

20.9%

2.9%

2.2%

6.7%

33.6%

1.7%

41.9%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者に関する活動（高齢者の見守り活動・趣味のクラブ活動への協

力・老人福祉施設訪問など）

障がいのある人に関する活動（手話や音読・点字訳による支援や外出

支援、施設訪問など）

子育てに関する活動（託児・子育て相談や子育てサークル支援など）

保健・医療に関する活動（健康教室等の支援、献血ボランティアの活

動など）

青少年に関する活動（悩み相談や交流、子ども会活動の支援など）

環境美化に関する活動（自然愛護や美化活動、リサイクル運動など）

福祉のまちづくりに関する活動（地区社会福祉協議会活動・車椅子に

よる歩道・道路の点検など）

国際交流に関する活動

災害時の救援などに関する活動

地域の行事のお手伝い

その他

参加した経験はない

無回答

⑦NPO法人やボランティア活動への参加意向について  

今後の、NPO 法人やボランティア活動への参加意向については、「地域の行事のお手伝い」

が 33.6％で最も高く、「環境美化に関する活動」が 20.9％となっています。  

また、「参加した経験はない」割合は 41.9％となっています。  

  

●今後のボランティア活動や NPO法人の活動への参加経験（複数回答）  
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14.5%

6.2%

7.6%

4.7%

5.9%

22.1%

5.2%

4.5%

15.6%

32.9%

6.6%

23.4%

10.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

高齢者に関する活動（高齢者の見守り活動・趣味のクラブ活動への協

力・老人福祉施設訪問など）

障がいのある人に関する活動（手話や音読・点字訳による支援や外出

支援、施設訪問など）

子育てに関する活動（託児・子育て相談や子育てサークル支援など）

保健・医療に関する活動（健康教室等の支援、献血ボランティアの活

動など）

青少年に関する活動（悩み相談や交流、子ども会活動の支援など）

環境美化に関する活動（自然愛護や美化活動、リサイクル運動など）

福祉のまちづくりに関する活動（地区社会福祉協議会活動・車椅子に

よる歩道・道路の点検など）

国際交流に関する活動

災害時の救援などに関する活動

地域の行事のお手伝い

その他

参加したい活動はない

無回答

●今後のボランティア活動や NPO法人の活動への参加意向（複数回答） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

NPO 法人やボランティアの活動について、「参加したい活動はない」の割合は 約 2 割程

となっており、町民の参加意識が比較的高いことがうかがえます。NPO 法人やボランティア

の活動内容を積極的に発信し、町民への動機づけや参加できる機会を提供することが必要です。

また、地域特有の課題に対応したボランティアの育成を図るとともに、受け入れたい人と活動

したい人とを結びつけるための積極的な支援が必要です。  
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13.8%

35.1%

28.2%

40.0%

21.5%

16.3%

26.5%

7.6%

9.3%

33.7%

13.0%

19.0%

1.6%

8.5%

8.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ボランティアなどの参加の促進や支援

住民が共に支え合う仕組みづくりへの支援（住民同士や行政との協力・

連絡など、助け合う組織）

身近なところでの相談窓口の充実

高齢や障がいがあっても、在宅生活が続けられるサービスの充実

保健福祉に関する情報提供や制度案内の充実

健康増進・維持のための相談や訪問指導などサービスの充実

健康診断・がん検診などの保健医療サービスの充実

サービス利用者などを保護する権利擁護や苦情対応などの取り組み

福祉教育の充実

高齢者、障がい者の入所施設の整備

保育サービスや児童福祉施設の充実

低所得者の自立支援

その他

わからない

無回答

⑧今後優先して充実すべき町の施策について  

今後、町が優先して取り組むべき施策については、「高齢や障がいがあっても、在宅生活が

続けられるサービスの充実」の割合が 40.0％と最も高くなっています。また、「住民が共に

支え合う仕組みづくりへの支援（住民同士や行政との協力・連絡など、助け合う組織）」「高

齢者、障がい者の入所施設の整備」の割合も比較的高く、いずれも３割を超えています。  

  

●今後優先して充実すべき町の施策（複数回答）  
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５ ヒアリング結果からみえる地域福祉に係る機関・団体・ボランティア

等の課題等 

 
町内で、地域福祉の活動を行っている団体、民生委員・児童委員、ボランティアの方に活

動の現況をお聞きするヒアリング（ヒアリングシートでの回答を含む）を実施しました。 

団体・グループ名 団体名 

ボランティアグループ松の木 民生委員・児童委員の皆さん 

ボランティアグループ合歓 皆野町赤十字奉仕団 

ボランティアグループはぎの会 皆野手話を学ぶ会 

朗読ボランティアねむの木 皆野町長生クラブ連合会 

合唱団 コール四季 近隣見守りボランティアの皆さん 

 
回答内容は以下の通りとなっています。 

No ヒアリング内容 出された主な意見 

１ 
皆さんの活動に

ついて 

〇ご近所の集会所に集まって、楽しくお茶を飲む会をやっている。 

〇長生クラブで、いろんな活動をしている。最近は単位クラブの数も

参加人数も減ってしまった。 

〇民生委員・児童委員として、独居高齢者宅の声かけ、安否確認。 

〇相手の話をよく聞くこと、話し相手になることが大切と考える。 

〇なるべくなら公的な介護保険を使わない元気な生活を目指したいと

頑張っている。 

〇活動を開催する人も、参加する人も、どちらも楽しくないと続かな

いと思っている。 

２ 

皆さんの活動の

やりがいや、活動

で困ったことに

ついて 

〇手話を必要とする方がいる限り、続ける原動力になる。 

〇役員のなり手が少ない。自分が引退したらどうなるか心配。 

〇今の家から「縁側」が少なくなってしまった。茶話会がそのような

場所になりたい。 

〇自宅から歩いて行けるエリアで活動を展開したい。 

〇ありがとうと声をかけてもらえると嬉しい。 

〇個人情報保護の問題と地域での見守りの関係。 

〇見守り活動では、留守だとどきっとする。 

〇高齢者の認知症状が目立ってきている気がする。 

３ 

今回の計画で盛

り込むべき社会

的な課題につい

て 

〇皆野町は 10 年以上住み続けている方が多い。気楽に相談にのれる

関係を作りたい。 

〇孤立しがちな方へは、根気よく声かけすることが大切。しかし、当

事者から手上げをしてもらわないと限界があることも感じる。 

〇高齢者になった方が、地域に溶け込むきっかけとなるイベントや教

室などは、行政などの公的機関が実施してほしい。そのあとの地域

での活動は、皆で取り組んでいける。 

〇皆野町には子育て世代も子どももいない地域がある。 

〇一人暮らしの方の買い物や移動、除雪など身近で切実な問題になっ

てくると考える。 

〇地域で孤立しがちな生活困窮者、独居高齢者、障がい者、知り合い

の少ない子育て世代など、相談にのったり、声をあげたりしてもら

う地域にしていきたい。 
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No ヒアリング内容 出された主な意見 

４ 

行政や町社会福

祉協議会へのご

意見・ご要望 

〇女性は、目的なしのフリーでのお茶会でも敷居は低いが、男性は、

目的なしのイベントは敷居が高いのでは。 

〇様々な切り口で、地域に溶け込んでいくきっかけをつくりたい。 

その担保を行政にお願いしたい。 

〇なり手がなく欠員地区がでるなど、民生委員・児童委員の負担が大

きくなっている。皆で支え合う地域にしていきたい。 

〇地域で何か活動を始める際には、やはり行政が火付け役になると、

これまで孤立していた人が飛び込んできやすくなると思う。 

〇お出かけタクシー券の使い方など、福祉の制度が複雑でうまく機能

していないものもあるので、よく周知が必要と考える。 

〇若者が戻ってきたいまち、豊かな自然を残す町にしたい。 

〇住み慣れた皆野町、住み慣れた地域で大往生するのが理想。 
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６ 第 1 期地域福祉計画及び地域福祉活動計画の推進状況  

平成 25年から平成 29年の５年間を期間とした第 1期皆野町地域福祉計画・地域福祉活

動計画（以下、第１期計画）をもとに、皆野町は地域福祉の推進のために様々な取り組みを

展開してきました。 

 

第１期計画の施策体系 

 

 

 

基本目標 取組内容 

基本目標１ 「個人やお互いの安心」を支え

るための取組の推進 

（１）制度やサービスの情報提供 

（２）見守りや相談体制の充実 

（３）福祉施策・福祉サービス基盤の充実 

（４）町民一人ひとりの人権の尊重    

基本目標２ 「地域力」を高めるまちづくりの

推進 

（１）地域福祉活動への参加促進と支援 

（２）福祉教育の充実 

（３）地域福祉活動を担う人材の確保・育成 

（４）地域福祉ネットワークの強化 

基本目標３ 「安全・安心な暮らし」を支える

ための取組の推進 

（１）要援護者情報の把握と共有 

（２）災害時等の支援体制の整備 

（３）安全・安心に関するまちづくりの推進 

 
 

 

 

 

 
 

 
 

  

  

 

 

 

 

基本理念        ～地域の連携と交流が育む共感と共助のまちづくり～ 
 

 

皆野町の計画は、重点的に進める事業５つを基本に置きながら、基本目標の３つを定め、 

各章ごとに取り組むことを記述しています。 

重点事業１ 地域福祉に関する啓発の推進 

重点事業２ 交通支援事業の推進 

重点事業３ 高齢者の見守りネットワークの拡充 

重点事業４ 在宅ひとり暮らし世帯などの支援の拡充 

重点事業５ 要援護者の避難支援体制の強化 

 

個別の事業については、地域住民、社会福祉協議会を中心とした地域福祉に携わる団体、

個人、そして行政が地域福祉のニーズを具体化した活動を展開しています 

第 1 期皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画の全体の総括 

今後の課題は・・・ 

制度の周知 

担い手の連携 

個人情報の取り扱い 

担い手の高齢化対策 

見守りから始まる活動の 

大切さ 
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第３章 計画の基本的な考え方

１ 計画が目指す将来像  

  

基本的な考え方  

地域福祉計画は様々な地域の課題に対処するために、行政だけでなく、地域住民や様々な

地域活動団体・関係機関が「協働」でつくる、福祉のまちづくりを進めていくための計画で

す。  

このため、あらゆる町民や地域活動団体・関係機関が主体的に地域福祉活動を行える社会

を実現する、つまり福祉のまちづくりを進めるために、町では以下の３つの『地域の力』が

構築できる支援及び連携体制の整備、社会資源の活用等を図ります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

とし、計画の推進主体は、  

地域に暮らす全ての町民   とします。  

  

計画の推進主体は、町民や保健福祉サービス提供事業所、地域で活動を展開している民生

委員児童委員や行政区、町社会福祉協議会、企業・地域のお店、行政など、町で暮らす全て

の町民です。 

  

・地域にある福祉課題や問題点を見つけられる力  

・福祉制度や地域資源を知り活用する力  

・支援を必要としている人を支えられる力  等  

  

したがって、この計画の最終目標を、 

 

  

  

  町民の誰もが住み慣れた地域でいつまでも安心して、  

  自立した生活を送り続けられること  

第２期計画では、引き続き  

３つの地域の力を育てるための  

取り組みを重点的に推進します。  

  

自助を育て、共助・互助へと広げる   
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２ 基本理念  

町の総合振興計画に掲げる皆野町の将来像｢住んでみたいまち、住み続けたいまち、ときめ

きの皆野｣を実現するために、この計画の基本理念を以下のとおりとします。  

 

 

全ての町民の連携と交流を基盤とした共助と自立のまちづくりを目指し、住民の笑顔が行

き交う魅力あるまちをつくります。  

  

３ 基本目標  

この計画が目指す将来像や基本理念を実現するため、町民一人ひとりの支え合い・助け合

いの仕組みづくりから福祉のまちづくりまで、総合的な地域福祉施策を住民と地域、行政が

一体となって推進します。  

  

基本目標１ （ミクロの視点）「個人、家族、地域の絆」を支えるための取組の推進  

近年、町民の福祉へのニーズは増加し、それらは保健・医療・福祉等の各分野にまたがる

など多様化しているため、個々の状況や課題に応じた適切な福祉サービスが選択でき、生涯

を通じて切れ目なく支援を受けられることが必要です。  

このため、町では福祉サービスのきめ細かな提供基盤を充実し、保健・医療・福祉等の関

係機関・団体、地域の連携をもとに相談体制や情報提供を強化し、個人やお互いが安心であ

ると感じられるための取り組みを推進します。  

  

基本目標２（マクロの視点）「地域力」を高めるまちづくりの推進  

町民が抱える生活課題は多様化しており、必ずしも画一的な福祉サービスにより充足され

るものではありません。これらを解決するためには、公的なサービスや民間によるサービス、

さらには町民一人一人と地域の協力を組み合わせた支援体制を確立することが必要です。ま

た、地域福祉を推進するためには、町民一人ひとりが地域の課題やニーズに目を向け、地域

福祉に対する理解と関心を高め、解決に向けた担い手として積極的に行動することが必要で

す。  

このため、町民一人ひとりや地域、関係機関・団体、行政等がともに役割と責任を分担し、

協力・連携を通じて町民一人ひとりが地域福祉活動を担う一員としての自覚を持つことので

きるまちづくりを推進します。  

 

 

第 5次皆野町総合振興計画 主要目標と整合 

 

笑顔が行き交う共助と自立のまちづくり 
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基本目標３ （マクロの視点）「安心・安全な暮らし」を支えるための取組の推進  

町民が住み慣れたまちで安心して暮らすためには、保健・医療・福祉の連携した支援はも

とより、住宅や交通、環境、防災・防犯などの総合的な生活支援体制が必要です。  

このため、安全で安心して暮らし続けるために、防災や防犯、交通安全などの意識を高め、

町民の誰もが住みやすい地域をつくるための取り組みを推進します。  

  

 

４ 計画の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ （ミクロの視点） 

「個人、家族、地域の絆」を支えるための取組の推進 

 
【基本施策】  

（１）制度やサービスの情報提供  

（２）見守りや相談体制の充実  

（３）福祉施策・福祉サービス基盤の充実        

（４）町民一人ひとりの人権の尊重  

地域福祉サービス利用促進に 

関する事項 

地域福祉事業の健全な発達に 

関する事項 

笑顔が行き交う共助と自立のまちづくり 
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基本目標２ （マクロの視点） 

「地域力」を高めるまちづくりの推進  

 

【基本施策】  

（１）地域福祉活動への参加促進と支援  

（２）福祉教育の充実  

（３）地域福祉活動を担う人材の確保・育成 

（４）地域福祉ネットワークの強化  

 

 

基本目標３ （マクロの視点） 

「安心・安全な暮らし」を支えるための取組の推進 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本施策】  

（１）要援護者情報の把握と共有  

（２）災害時等の支援体制の整備  

（３）安全・安心に関するまちづくりの推進  

 

地域福祉活動への住民参加促

進に関する事項 

要援護者の把握等に関する 

事項 
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第４章 施策の展開

基本目標１ （ミクロの視点）「個人、家族、地域の絆」を支えるための

取組 

 

 

 

 

 

（１）制度やサービスの情報提供  

  

【現状と課題】  

法改正等による福祉制度の変更やサービス提供主体が多様化する中、利用者が自分に合っ

た福祉サービスを選択し利用するためには、サービスの利用に関することや事業者のサービ

ス内容等の情報が適切に提供されるように、情報提供の充実に努めることが必要です。  

このため、支援を必要としている人が、制度の内容や利用の方法、サービス提供事業者の

情報等を必要なときに入手しやすいよう、広報紙やホームページ、パンフレットなどの様々

な媒体を通じての効果的な情報提供を充実し、福祉サービスが適切に提供されるよう支援し

ます。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・行政や地域から発行される回覧板や広報紙等に必ず目を通しましょう。  

・福祉制度がどのようになっているか、どのような福祉サービスがあるか等、自らの福祉力

を高め、家族や地域に広めましょう。  

・行政区の活動や社会福祉協議会、ボランティア等の地域活動の情報を収集し、積極的に地

域に発信しましょう。 

【基本施策】 

（１）制度やサービスの情報提供 

（２）見守りや相談体制の充実 

（３）福祉施策・福祉サービス基盤の充実 

（４）町民一人ひとりの人権の尊重 
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Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・地域住民の悩みごとや心配ごとが多様化・深化している中、より専門的な立場から、住民

の抱えている生活課題に対して支援ができるよう情報提供を充実します。  

・地域における福祉活動の状況や社会福祉協議会の活動内容などを積極的に発信し、地域福

祉活動の地域への浸透を図るとともに、各事業の周知に努めます。  

  

事業名 活動内容 

「社協だより」の年 4 回の発

行  

住民や地域、ボランティア等による身近な福祉活動の状況

や町社会福祉協議会が実施している事業など様々な福祉

情報を提供します。  

皆野町社会福祉協議会ホーム

ページの充実 

住民がいつでも町社会福祉協議会が実施している事業な

どの福祉情報が入手できるようホームページを充実しま

す。  

  

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①個人の自立意識の向上  

介護・福祉サービスを自らの責任で選択できるよう、情報提供の充実、総合的な相談体制

の整備を図ります。また、成年後見制度・日常生活自立支援事業の周知・普及などに努めま

す。  

  

②福祉に関する情報提供の充実  

子育て世代、高齢者、障がいのある人など、個々の状況に応じた相談体制の充実を図ると

ともに、地域における潜在的なニーズを把握し、実状にあった情報提供の充実を図ります。  

  

③対話型情報提供の推進  

町民の要望等により、地区の行事等に専門員や行政職員が出向き、町政の方向性や具体的

な施策内容の情報提供を積極的に発信します。  
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（２）見守りや相談体制の充実  

  

【現状と課題】  

長引く経済不況などの社会変容や核家族化の進行、一人暮らし高齢者の増加といった家族

形態が変化している中で、地域において支援を必要としている人の生活課題はより複雑化し、

深刻化することも多くなっています。また、地域住民の中には深刻な生活課題を抱えている

にもかかわらず、どこに相談してよいかなど、行き場が分からず地域の中で孤立している人

もいます。  

このため、日常的な住民同士の見守りや支え合いによる相談機能を充実し、お互いの安心

感や連帯感を醸成するとともに、支援を必要としている人が安心して地域で暮らし続けられ

るために関係機関や団体等と連携した相談対応の充実を図ります。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・ひとりで悩まず相談しましょう。  

・悩んでいる人がいたら相談にのり、専門機関や行政等につなげましょう。  

・地域の民生委員・児童委員や介護支援専門員等の専門職、行政などの相談窓口を知りまし

ょう。  

・相談窓口や民生委員・児童委員等の相談員の情報を地域に広めましょう。  

  

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・住民がそれぞれ抱える悩みや不安を解消するための各種相談事業を充実します。  

・地域住民同士の助け合いや支え合いの仕組みづくりの啓発や支援に取り組みます。  
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事業名 活動内容 

心配ごと相談 

（年 12 回開催）  

日常の困りごと、遺言、相続、離婚、成年後見など、日常生活で

起こった様々な問題の相談に応じます。  

心身障がい者福祉 

相談   

障がいのある方やその家族等に対して、生活や健康、福祉サービ

スなどの相談に応じ、必要な情報提供や助言を行ったり、事業所

や関係機関と連携をとることで、相談者の生活の質の向上を図る

ための支援をいたします。  

ひとり暮らし高齢者 

近隣見守り活動  

在宅で見守りを必要とする 80 歳以上のひとり暮らしの方へ乳酸

菌飲料を持参するとともに見守り活動を推進します。 

一般ボランティアの協力により年 8 回実施し、高齢者の見守り

活動の強化推進を図ります。  

  

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①地域の助け合い・支え合い活動の推進  

子どもから高齢者まで、家庭や地域の中で積極的にあいさつをする“あいさつ・声かけ運

動”を推進し、家庭や隣近所のつながりを強化します。  
  

②地域の見守り活動の推進  

隣近所同士のつながりを通じて、支援が必要な人の日常的な見守りが行われるよう啓発し

ます。  
  

③高齢者孤立予防対策の推進  

地域の声かけ・見守り活動を活性化するために生活支援コーディネーターを 2 名配置する

ともに、高齢者が気軽に集える場や生きがいづくりの場等を提供し、高齢者の孤立を予防し

ます。  
  

④相談・連携体制の充実  

民生委員・児童委員や各種相談員、関係機関との連絡のもとに、生活相談、児童相談、健

康相談など相談支援体制の充実に努めます。  
 

⑤学校教育の相談体制の充実  

さわやか相談員や学校教育相談員の配置による相談体制の充実、いじめや不登校などの悩

みや不安を持つ児童・生徒・保護者への指導援助、教育相談窓口の充実を図ります。  
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（３）福祉施策・福祉サービス基盤の充実  

  

【現状と課題】  

住み慣れた地域で自分らしく安心して自立した生活が送れることは、全ての町民の願いで

す。地域には、高齢者や障がいのある人、子育て家庭など様々な人々が生活しており、支援

を必要としている人の生活課題は多岐にわたっています。  

このため、高齢者や障がい者、子育て家庭など、支援や介助・介護を必要とする人が、住

み慣れた地域で快適に安心して暮らせるよう、保健・医療・福祉の総合的なサービスの充実

を図るとともに、地域や関係機関・団体との連携を深め支援することが必要です。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

【町民】  

・福祉サービスや制度について興味を持ち、内容の理解を深めましょう。  

【サービス提供事業者や地域で活動を展開する団体等】  

・利用者に分かりやすい情報提供に努めるとともに、サービスの質の向上や職員等の資質・ 

専門性の向上に努めましょう。  

・県や町で実施する各種研修会等へ積極的に参加し、専門性の向上に努めましょう。  

・利用者の声の把握・集積に努め、より良いサービス提供体制を構築しましょう。  

  

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・支援が必要な人が地域において自立し、安心して暮らすことができるよう、きめ細かな福

祉サービスの充実に努めます。  

・行政との連携を強化し、地域に必要なインフォーマルサービスの創出に努めます。  



 

48  

 

事業名 活動内容 

高齢者健康づくり支援事業  健康維持とコミュニケーションを目的に長生クラブ連合

会が主催するグラウンドゴルフ大会（年 8 回実施）、「住

んでいる地域の自然文化を訪ねる事業」を実施します。  

ひとり暮らし高齢者給食 

サービス  

給食サービスを通じ、家庭的な食生活が楽しめることと、

安否確認を目的に、皆野町赤十字奉仕団の協力により、80

歳以上のひとり暮らし高齢者に対して年 3 回実施します。 

行路者旅費支給 現に収入欠除している方又は収入の途がない方に対し、そ

の応急的需要を満たすことを目的とし、原則として 500 円

以内を支給します。 

福祉資金貸付事業  

（町社会福祉協議会） 

低所得者世帯の応急的需要を満たし、生活の安定と自立の

助長を図るため、民生委員が貸付の対象とすることを適当

と認めた世帯に 50,000 円以内を貸し付けます。 

生活福祉資金貸付事業（県社

会福祉協議会） 

実施主体は埼玉県社会福祉協議会で、貸付窓口が皆野町社

会福祉協議会となっています。 総合支援資金、福祉資金、

教育支援資金、不動産担保型生活資金などがあります。 

訪問介護・介護予防訪問介護

事業 

介護認定で要支援、要介護状態となった方が可能な限りそ

の居宅において自立した日常生活を営むことができるよ

う、入浴、排泄、食事の介護その他の生活全般にわたる支

援・援助を行います。 

ひとり暮らし高齢者防火指導

訪問  

年 1 回、消防署の協力により、担当地区民生委員及び町・

社会福祉協議会職員が同行し、対象者の火気扱い場所の点

検を実施します。町の依頼を受け緊急通報システム設置者

には点検を併せて行います。  

歳末たすけあい募金及び慰問

金の配布  

新たな年を迎える時期に、支援を必要とする人たちが地域

で安心して暮らすことができるよう、住民の参加や理解を

得て、民生委員の協力のもと、慰問金を配布します。 

被災者見舞金支給  暴風雨、洪水、地震その他の異常な自然現象又は、火事、

爆発等により、住家が全壊、全焼、流出あるいは半壊半焼

する等の被害を受けた方に見舞金 10,000円を支給します。 
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事業名 活動内容 

難病患者通院旅費助成事業  

  

難病で町外に通院されている方が、必要とする治療を容易

に受けられ、難病の早期治療を図ることを目的に、通院に

要する交通費を補助します。  

介護者手当支給事業  

  

疾病、障がい等により、介護を要する状態が 6 か月以上継

続している高齢者及び障がい者等と同居し、介護している

社会福祉協議会会員に月額 3,000 円を支給します。  

車いす等福祉機器貸出事業   必要に応じ、車いす、松葉杖、杖などの福祉機器を貸し出

します。  

 

 
 

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①健康づくりの推進  

「健康みなの 21 計画」に基づき、健康寿命を延ばすことを目的に、生活習慣病予防に着

目した健康づくり事業を実施し、好ましい生活習慣が得られる環境づくりを提供します。ま

た、食生活改善会・いきいきサポーター・PTA・その他関係団体等と協働で住民に健康観の

啓発を行い、好ましい生活習慣が得られるような環境を整備します。  

 

②保健サービスの充実  

世代別のメンタルヘルス教育を実施し、生涯を通じた心の健康づくりを進めるとともに、

地域の見守り・支援ネットワークを構築し、自殺予防対策の強化を図ります。  

  

③介護予防サービスの充実  

「第７期皆野町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」に基づき、高齢になっても住み慣

れた地域で自立した生活が送れるよう地域包括ケアシステムの充実を図ります。また、元気

な高齢者など住民の中から介護ボランティアを育成し、地域にある自主的な活動を支援しま

す。  

  

④地域福祉活動の拠点整備充実  

社会福祉協議会、ボランティアセンター、シルバー人材センターを併設した老人福祉センタ

ー「長生荘」を地域福祉活動の拠点として整備充実し、活動の活性化を図ります。  

   

⑤子育て支援及び児童健全育成の推進  

「皆野町子ども・子育て支援事業計画」に基づき、児童の育ち・児童や家庭を支える地域づ

くり・家庭における子育てを支援するまちづくりを進めます。  
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⑥障がい者施策の推進  

障がいのある人もない人も、全ての町民が安全で安心な快適な生活ができるよう「第５期

皆野町障がい者計画・障がい福祉計画」に基づき、福祉、保健、教育、生活環境政策を総合

的に推進します。  
 

⑦福祉ニーズの把握・分析  

庁内や社会福祉協議会、関係機関・団体等との連携を強化し、相談内容等から地域の福祉

課題を収集・把握・分析し、ケース会議や地域包括ケア会議、福祉施策の検討などに用いま

す。 
 

⑧多様なサービス提供事業者の参加促進  

福祉サービスの質的向上や福祉サービス利用者の選択の幅を広げるため、多様なサービス

提供主体の参入を促進するとともに、指導監査、苦情受付や解決体制の整備充実の要請等の

実施によりその事業の健全な運営の確保を図ります。  
  

⑨福祉サービスを担う人材育成と確保  

多様化・深化する福祉ニーズに対応するため、福祉サービス利用者の支援にあたる有資格

者や福祉関連業務従事者に対し、知識や技術の専門性の向上、高度化に対応するための研修

の機会等を充実し人材の育成に努めます。  

  

（４）町民一人ひとりの人権の尊重  
  

【現状と課題】  

現在の福祉サービスは措置から契約に制度移行されており、認知症高齢者や知的障がい者、

精神障がい者など、判断能力が十分でない方に対しての権利擁護の必要性が高まっているた

め、成年後見制度などの支援や権利が保障されるシステムの整備充実が求められています。  

また、近年、児童虐待や高齢者虐待などの社会問題が表面化し、全ての人の人権の侵害や

阻害を許さない社会の構築が求められています。  

このため、成年後見制度などの権利擁護事業の普及・啓発活動を行うとともに、判断能力

が十分でない人への支援を充実します。また、一人一人の人権が守られるよう関係機関等と

連携し人権侵害の防止に努めます。  
  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

 

・お互いの人権を尊重しましょう。  

・権利擁護や人権について知識を深めましょう。  

・支援が必要な人に対する見守り・声かけを積極的に行いましょう。  

・不安を抱えている人の相談にのったり、相談窓口を紹介しましょう。  

・権利擁護が必要な人の情報を関係機関等に提供しましょう。 

・虐待防止など、地域の見守り活動を強化しましょう。  
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Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

 

【活動の方向】  

・利用者の意思及び人権を尊重して、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努めます。  

  

事業名 活動内容 

日常生活自立支援事業  認知症高齢者等の判断能力が十分でない人が地域におい

て自立した生活が送れるよう権利擁護事業の推進を図り

ます。  

成年後見制度の利用支援  成年後見制度の利用促進に向けた広報活動及び周知活動

に努めます。  

 

Ⅲ 行政の施策の推進  

 

①高齢者や障がいのある人の権利擁護の推進  

判断能力が十分でない人が地域において自立した生活ができるよう、成年後見制度の利用

促進や日常生活自立支援事業の利用支援を行います。また、成年後見制度については、制度

の周知を図るとともに、法人後見人の実施検討や市民後見人の育成に努めます。  

  

②虐待防止、DV（ドメスティック・バイオレンス）対策の推進  

児童虐待、高齢者虐待、障がい者虐待、DV などの問題に対し、地域における日常的な見

守り体制を強化するとともに、虐待防止ネットワークへの活動支援など、関係機関と連携し、

虐待や DV 等への適切な対応を図ります。  

 

③学校人権教育の推進  

小・中学校の教育活動を通して、児童・生徒の発達段階に応じた人権教育を推進し、差別・

偏見をもたない児童・生徒の育成に努めます。 
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基本目標２ （マクロの視点）「地域力」を高めるまちづくりの推進 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（１）地域福祉活動への参加促進と支援  

 

【現状と課題】  

地域住民が抱える生活課題や福祉課題等、地域における身近な問題を明らかにするために

は、そこで暮らす住民の視点が大切となります。個人や地域の課題について住民同士が議論

し、課題やニーズを共有し、課題解決の方法等を地域の力で見出すことが地域福祉推進のた

めには必要です。  

また、住民が主体となった地域福祉コミュニティづくりを促進し、社会福祉協議会や民生

委員・児童委員等を中心とした住民同士の話し合いの場をつくり、住民自身が様々な課題解

決に向けた対策を模索することが必要です。  

このため、住民同士が地域の課題について直接話し合う機会の創造や住民による地域福祉

活動の活性化を促すとともに、多様化する福祉ニーズに対する支援の充実を図ります。  

 

 

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

 

・あいさつ、声かけ、見守り活動を積極的に実施しましょう。  

・地域の活動や行事に積極的に参加しましょう。  

・隣近所で支援が必要な方の情報を共有しましょう。  

・行政区活動の内容の充実や周知による参加者の増加に努めましょう。  

・地域の助け合いや支え合いの方法等について話し合い、実践してみましょう。  

・社会福祉協議会や民生委員・児童委員などの関係機関や団体、行政との連携を深めましょ

う。  

 

 

 

 

 

 
 

【基本施策】 

（１）地域福祉活動への参加促進と支援 

（２）福祉教育の充実 

（３）地域福祉活動を担う人材の確保・育成 

（４）地域福祉ネットワークの強化 
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Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

 

【活動の方向】  

・地域住民同士の助け合いや支え合いの仕組みづくりの啓発や支援に取り組みます。  

・制度では解決できない地域の課題を住民同士の助け合いや支え合いにより解決する仕組み

づくりをともに考え実践します。  

 
 

事業名 活動内容 

社会福祉大会の開催  みんなの皆野ふれあいまつりにあわせ、福祉関係功労者を

表彰し、その功績を称えます。  

福祉団体、ボランティア団体等の参加による交流活動を支

援します。  

中学生ボランティアの協力により赤い羽根共同募金運動

を行います。  

住みよい地域づくり助成 

事業  

自らの地域をより住みよくしていこうとする自発的な意

思（特に在宅高齢者、障がい児（者）、児童、子育て問題

に対する福祉活動）に基づいた自治会、団体に 20,000 円

を限度に助成します。  

 

Ⅲ 行政の施策の推進  

 

①地域づくり奨励事業の推進  

活力あるまちづくりを推進するため、地域づくり奨励事業を実施する行政区に対し、予算 

の範囲内において補助金を交付します。  

  

②社会福祉協議会の機能強化  

地域福祉推進の中核的役割を担う組織としての社会福祉協議会の積極的な活動に期待し、 

支援を強化します。  

  

③ボランティア・NPO 活動等の啓発活動の推進  

町の広報紙やホームページ等様々な媒体を活用し、住民の地域活動やボランティア活動等 

への関心を高めます。 

 

④ボランティア・NPO 活動の推進・支援  

社会福祉協議会と連携し、ボランティア等の組織化や相互の連携・調整などを行うための

ボランティアセンターの機能を強化し、ボランティア活動の推進を支援します。  
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⑤地域福祉活動やボランティア活動等への参加促進  

町民の福祉意識の醸成や交流活動を促進する効果的なイベント等を開催し、様々な分野で

町民が福祉に接することができる機会の創出を図ります。  

  

⑥高齢者の社会参加の促進  

世代間交流の充実、老人クラブ（長生クラブ）の活性化、ボランティア活動や地域コミュ

ニティ活動への参加など、高齢者の社会参加を促進します。  

  

⑦青少年の活動促進  

まちづくり活動への参画やイベント、ボランティア活動、伝統芸能の継承活動などへの青

少年の自主・自発的な参加を促進します  

  

⑧地域住民による支え合い活動の推進  

地域住民による支え合い活動を推進するため、「あいさつ・声かけ運動」を強化し、地域で

の見守り活動等の更なる意識の醸成を図ります。  

  

（２）福祉教育の充実  

  

【現状と課題】  

地域の生活は住民同士の付き合いや助け合い、支え合いによって成り立っています。しか

しながら、少子化・高齢化や核家族化の進行など、家庭や地域の状況の変化や個人のライフ

スタイルの変化等により、地域での交流が減ってきており、人と人とのふれあいを通じて、

お互いの思いやりや、いたわりの心を育む機会が少なくなってきています。  

このため、学校教育や生涯学習等を通じ、町民一人ひとりが地域福祉への理解と関心を高

め、地域での相互扶助機能の強化を図ります。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・家庭内や隣近所同士で地域福祉について話し合ってみましょう。  

・関係機関・団体、行政等が開催する福祉学習の機会に積極的に参加しましょう。  

・学校や福祉の現場と連携し、福祉教育を充実しましょう。  
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Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・地域福祉意識の醸成を図るために、福祉教育や交流活動を推進します。  

 

事業名 活動内容 

社会福祉大会の開催  

【再掲】  

みんなの皆野ふれあいまつりにあわせ、福祉関係功労者を

表彰し、その功績を称えます。  

福祉団体、ボランティア団体等の参加による交流活動を支

援します。  

中学生ボランティアの協力により赤い羽根共同募金運動

を行います。  

福祉教育の充実  障がい者や高齢者、乳幼児などとふれあう機会や体験学習

等を通じ、児童・生徒の地域福祉への理解と意欲を高めま

す。  

  

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①福祉意識の高揚  

「広報みなの」「皆野町社協だより」、学校教育や社会教育、ボランティア活動、イベント

など、あらゆる学習・体験機会を通じて住民の福祉意識の高揚に努めます。  

  

②福祉教育の推進  

学校や地域での福祉教育の推進、障がい者施設でのボランティアスクールなど、交流活動

やボランティア活動の充実により、ノーマライゼーションの理念の理解を深め、障がい者へ

の差別や偏見のない、福祉のこころ豊かな地域社会づくりを促進します。  

  

③世代間交流の推進  

保育園、幼稚園、小・中学校、高等学校の連携や高齢者との交流を図り、人との交流を通

じて子どもたちの心の育成を推進します。  

 

④生涯学習推進体制の整備  

多様化、高度化する住民の学習ニーズに応えられるよう、生涯学習推進委員会の活性化を

図り、関連各機関、社会教育団体、学校、地域、企業などの連携を深め、生涯学習推進体制

を整備します。  
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⑤社会教育の推進  

幼少年、青年、成人、高齢者など、生涯各時期に応じた学級・講座の開設と学習相談活動

の充実を図り、講座・教室などの受講修了者による自主グループづくりを促進するとともに、

活動を支援します。  

  

（３）地域福祉活動を担う人材の確保・育成  

  

【現状と課題】  

住民の生活課題は多様化しており、必ずしも画一的な福祉サービスにより充足されるもの

ではなく、公共サービスや民間サービス、さらには町民と地域の協力を組み合わせ解決する

ことが必要になっています。そのためには、行政や福祉サービス提供事業者だけでなく、ボ

ランティアや NPO の関係団体等、様々な人々の協力や連携のもとに、地域の課題解決に向

け取り組む必要があります。  

このため、町民一人ひとりが地域福祉を推進する担い手であることを自覚し、活動に参加

しやすくするための体制の整備や情報提供を行うとともに、リーダーとして活躍できる人材

や活動をコーディネートする人材の育成を図ります。  

 

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

 

・地域の活動やボランティア活動に関心を持ち、理解を深めましょう。  

・自分の持つ知識や技術が地域活動に生かせないか考えましょう。  

・ボランティアの養成講座や活動に積極的に参加しましょう。  

・地域の住民誰もが参加しやすい活動を目指しましょう。  

・行政区活動など地域の役員（リーダー）は幅広い人材登用を図りましょう。  

・ボランティアセンターを積極的に活用しましょう。 

 

 

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・地域における多様な福祉ニーズを把握し、地域住民、福祉関係団体、行政、社会福祉協議

会の相互の連携をもとに、地域に必要なボランティア活動の発掘・推進を図ります。  

・ボランティアコーディネーターや地域福祉推進員の専門性の向上と社会的な認知を高める

ための活動を推進します。  
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事業名 活動内容 

ボランティアセンター事業の

充実  

幅広い分野で行われているボランティア・町民活動を活性

化するために、ボランティアセンターの連携、連絡・調整

機能を強化します。  

ボランティア講座の開催  ボランティア活動のきっかけづくりとして手話や点字、朗

読、傾聴ボランティア等の各種講習会を実施します。  

ボランティア情報紙の発行  地域で活動を展開しているボランティアの活動事例など

を情報紙等により広く周知し、町民のボランティア活動へ

の参加促進を図ります。  

小、中学校ボランティア事業

への支援・連携   

様々なボランティア体験の機会を提供します。  

行政と連携し、学校で行う福祉教育活動に協力します。  

福祉団体育成事業  長生クラブ連合会・身体障害者福祉会・遺族会・赤十字奉

仕団の事務局を担い、各団体の活動を支援します。  

地域福祉推進員の育成  地域住民と関係機関・団体、行政、社会福祉協議会を直接

つなぐ地域福祉推進員の設置について検討します。  

 

  

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①地域の子育て環境の整備  

幼稚園の専門機能を活かし、身近な子育て指導相談、園庭の地域開放、子育てサークルや

子育てボランティアなどの育成・支援を図ります。また、子ども会活動の指導者やプレイリ

ーダー、子育てボランティアなど、子育て支援の人材発掘・育成に努めます。  

  

②青少年団体リーダーの育成  

青少年団体のリーダーの育成に努め、地域でのクラブ・サークル・グループ活動を促進す

るとともに、子ども会活動などで中学生・高校生が指導的役割を果たせるよう、世代間の交

流を促進します。  

  

③民生委員・児童委員活動の支援強化  

民生委員・児童委員によるニーズの把握や相談活動を支援し、庁内、民生委員・児童委員

協議会、社会福祉協議会等の連携を強化し、地域に必要なインフォーマルサービスの創出を

検討します。  
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④人材の育成  

社会福祉協議会や民生委員・児童委員と連携・協働し、地域福祉活動のリーダーとして活

躍できる人材や、活動をコーディネートする人材の育成を図ります。  

 

（４）地域福祉ネットワークの強化  

 

【現状と課題】  

地域福祉活動を推進するためには、地域の創意工夫を生かした身近な場所での支え合いの

関係をつくり、支援が必要な人の問題の発見や援助をサポートする活動が重要です。  

また、地域における多様な生活課題に的確に対応するためには、隣近所などごく身近な地

域における支え合いの活動の範囲から、その領域の拡大とともに、地域間の連携を強化する

必要があります。  

このため、身近な地域におけるつながりを強化するために、誰もが気軽に参加できる交流

の場を充実するとともに、地域全体の広がりのある地域活動の活性化及びネットワークの強

化を図ります。 

 
 

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

 

・近所で孤立していたり、閉じこもりがちな人に声をかけ、サロン活動やサークル活動に参

加しましょう。 

・まずは隣近所のネットワークをつくりましょう。 

・行政区活動や交流事業に積極的に参加しましょう。  

・地域活動の拠点づくりの充実に努めましょう。  

・地域に必要なネットワーク機能を考え、社会福祉協議会や行政に相談してみましょう。  

 

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

 

 【活動の方向】  

・あらゆる世代の地域住民が気軽に集まり、交流できる場の提供に努めます。  

・地域の多様な福祉ニーズに対応するため、地域住民組織や各種団体、行政との連携、協力

関係を強化し、課題解決に向けたネットワークづくりを推進します。  
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事業名 活動内容 

在宅介護者のつどい事業  現に家庭で寝たきりや認知症高齢者の介護にあたってい

る介護の方を対象に、介護者同士がその悩みや体験談を話

し合い交流を深め、心身のリフレッシュを図ります。  

各種団体事務局  長生クラブ連合会・身体障害者福祉会・遺族会・赤十字奉

仕団の事務局を担い、各団体の活動を支援します。  

 
 

Ⅲ 行政の施策の推進  

 

①地域医療体制の整備・充実  

住み慣れた地域や家庭で生活が送れるよう、医療・保健・福祉にまたがる様々な支援を包 

括的・継続的に提供する連携体制構築に向けた取り組みの充実を図ります。  

  

②地域を支える総合的なネットワークづくりの推進  

社会福祉協議会を中心に、民生委員・児童委員など各種委員、行政区などが連携し、ボラ 

ンティア活動、小地域福祉活動、世代間交流などを促進し、地域ごとに住民相互の支え合い 

のあるまちづくりを進めるとともに、保健・医療・福祉の連携を強化し、地域を支える総合 

的なネットワークづくりを推進します。  
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基本目標３ （マクロの視点）「安心・安全な暮らし」を支えるための取

組の推進 

 

  

 

 

（１）要援護者情報の把握と共有  

  

【現状と課題】  

町民が安心して暮らせる環境をつくるためには、日頃からの災害や犯罪に備えたまちづ

くりが必要です。特に、災害時等の緊急時に自力で避難することが困難な人をはじめとす

る災害時要援護者の安全確保は極めて重要な地域課題となっています。  

また、災害時には初動体制が非常に重要であることから、日頃から隣近所同士が地域に

目を向け、見守り・声かけ活動を通じ、あらかじめ助け合える関係を築くことが重要です。  

このため、災害時要援護者名簿や要援護者マップ等の作成をはじめ、行政と地域、関係

機関・団体との情報の共有を図り、災害時等の要援護者の避難支援体制の強化を図ります。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・見守り・声かけを積極的に行いましょう。  

・常日頃から災害時を想定し、備えましょう。  

・要援護者の情報を地域で共有し、行政や関係機関・団体との協力体制を築きましょう。  

 
 

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・平常時から災害時要援護者の把握など、地域住民や行政と連携した活動を推進します。  

事業名 活動内容 

災害時要援護者安否確認体制

の強化  

災害時要援護者名簿や要援護者マップ等を行政、関係機

関・団体と連携しながら整備し、災害時のすみやかな安否

確認体制を強化します。  
 

【基本施策】 

（１）要援護者情報の把握と共有 

（２）災害時等の支援体制の整備 

（３）安心・安全に関するまちづくりの推進 
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Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①災害時要援護者支援体制の充実  

災害時要援護者登録名簿を作成し、個人情報の保護に留意しながら関係機関・団体、地

区等との情報共有化を図り、「地域防災計画」「災害時要援護者避難支援プラン」に基づき、

地域における防災支援体制の強化を図ります。  

  

（２）災害時等の支援体制の整備  

  

【現状と課題】  

行政と地域、関係機関・団体協働による防災・防犯体制を充実させるとともに、町民の

防災・防犯に対する意識の向上やあいさつ・声かけ運動、見守り活動を活性化し、災害や

犯罪に強い地域づくりを進めていくことが必要です。  

  

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・日頃から防災、防犯に対する意識を深めましょう。  

・地域の防災・防犯活動に参加しましょう。  

・自主防災、防犯組織の充実に努めましょう。  

 
 

Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・災害発生時には迅速な災害ボランティアセンターの立ち上げや、関係機関等との連携体

制の確保が必要です。  

  

事業名 活動内容 

災害時における連携体制の強

化  

関係機関等と連携し、災害時を想定したボランティアセン

ターの立ち上げ訓練を実施し、災害時におけるボランティ

ア体制を強化します。また、災害時における近隣市町村の

社会福祉協議会との連携体制を確保するために、災害時を

想定した随時協議を行います。  
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Ⅲ 行政の施策の推進  

 

①自主防災組織の育成・強化  

地区ごとの自主防災組織の育成・強化を図り、住民一人一人の災害時の役割分担を明確

にするとともに、地域のリーダーになる人材育成を進めます。  

 

②健康危機管理体制の整備  

平常時から保健・医療・危機管理部門等関係機関とのネットワークづくりを促進します。 

また、乳幼児・障がい者・妊婦・精神疾患・身体疾患既往者など、災害時要支援者の把

握と役割分担の明確化に努めます。  

 

（３）安全・安心に関するまちづくりの推進  

  

【現状と課題】  

地域には子どもから高齢者まで様々な人が生活しています。高齢化により、車の運転が

難しくなったり、長距離を徒歩で移動することが困難な高齢者が増えています。  

また、子育て家庭や障がいのある人など、誰もが安心して、快適に利用できる生活道路

や公共施設の整備などが求められています。  

このため、自分の力で移動することが困難な人のための公共交通の利便性の向上や公共

施設や道路、歩道などのユニバーサルデザインに基づいたまちづくりを推進します。  

 

 

Ⅰ 町民や地域に期待する役割  

  

・通行に支障があるなどの情報提供をしましょう。  

・障がいのある人、子ども連れの家族などがどのような場合に通行などに不便を感じるか

考えてみましょう。  

・街で困っている人がいたら、声をかけ、手を差し伸べましょう。  

・地域の交通環境や既存の公共施設など、危険な箇所について把握し、町への情報提供や

地域で可能な改善策に取り組みましょう。  
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Ⅱ 社会福祉協議会の活動  

  

【活動の方向】  

・誰もが安心して快適に社会参加できるよう、外出や移動手段の確保などユニバーサルデ

ザインに基づいた活動を推進します。  

 

事業名 活動内容 

移動支援事業  

  

身体障がい者（児）、知的障がい者、精神障がい者の方が地

域における自立生活及び社会参加ができるよう、その方の

身体その他の状況及びその置かれている環境に応じ、外出

時における移動の介護、援助を行います。  

福祉有償運送サービス事業  当訪問介護事業所に登録のある要介護状態の方が通院する

場合に移送サービスを行います。  

ほんわか交流会  80 歳以上のひとり暮らし高齢者を送迎して一堂に会し、親

睦を深めたり外出のきっかけをつくることを目的に、見守

りボランティアや赤十字奉仕団の協力により、会食と公演

の鑑賞を行います。 

 

 

Ⅲ 行政の施策の推進  

  

①交通安全意識の高揚  

高齢者や子どもなどの交通事故を防止するため、参加・体験型の交通安全教育による交

通安全意識の高揚を図ります。  

運転者や歩行者の正しい交通ルールの遵守と交通マナー向上のため、学校・職場・地域・

行政が連携を図り、年齢・段階に応じた交通安全教育を推進します。  

  

②防犯体制の強化  

秩父地区防犯協会、秩父地域暴力排除推進協議会、地域防犯推進員などと連携し、地域

ぐるみで防犯体制の強化を図ります。  

自主防犯活動団体に対し、資機材を配布し、パトロール活動の強化・充実を図ります。  

  

③青少年の犯罪・非行防止  

家庭・学校・地域・警察など、関係機関との連携により、青少年の街頭犯罪や非行及び

覚醒剤などの薬物被害の防止に努めます。  
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④消費者意識の啓発  

県消費生活支援センターなどと連携し、商品の安全性や様々な消費者トラブルなどにつ

いて消費者に身近な相談体制の充実を図ります。  

 

⑤福祉のまちづくりの推進  

「埼玉県福祉のまちづくり条例」に基づき、公共公益建物、公共交通機関、道路・公園・

住宅などのバリアフリー化を促進し、高齢者、障がい者をはじめ、誰もが快適に暮らせる

ユニバーサルデザインのまちづくりを推進します。  

  

⑥高齢者外出支援タクシー利用料金助成事業の推進  

外出のための移動手段が困難な高齢者を対象として、高齢者外出支援タクシー利用料金

助成事業を推進します。 
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第５章 重点的に進める事業 

地域福祉の充実したまちづくりを目指すため、地域の生活課題に対応した第１期計画期間

で設定した重点的に進める事業に引き続き取り組むとともに、新たな事業についても検討し

ます。  

  

重点事業１ 地域福祉に関する啓発の推進  

・隣近所の声かけ・あいさつ運動を推進し、身近な地域の連帯感を醸成するとともに、地域

福祉活動の必要性や具体的な活動の方法を周知し、住民による地域福祉活動基盤の構築を

進めます。 

また、町広報紙、ホームページ等を活用して、各種福祉サービスの周知に努めます。  

  

重点事業２ 交通支援事業の推進  

・買い物・通院など移動が困難な人に対してきめ細かな移動支援が提供できるよう、皆野町

シルバー人材センター、皆野町社会福祉協議会で実施する福祉有償運送サービスなどの事

業を充実します。また、外出のための移動手段が困難な地域に在住の高齢者を対象として、

外出支援タクシー利用料金助成事業を推進します。  

  

重点事業３ 高齢者の見守りネットワークの拡充  

・ひとり暮らし高齢者や在宅介護・療養の高齢者の見守りネットワークを強化するため、 

「み～なねっとわーく（高齢者見守り支援ネットワーク）」の拡充を図ります。  

  

重点事業４ 在宅ひとり暮らし世帯などの支援の拡充  

・「緊急通報システム」「生活元気度調査チェックリストの手渡し」「救急医療情報キット」「高

齢者熱中症予防」「ひとり暮らし高齢者給食サービス」など多様な事業の展開を図り、在宅

ひとり暮らし世帯、高齢者のみ世帯などの支援を拡充します。 
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重点事業５ 要援護者の避難支援体制の強化  

・日頃からの隣近所の関係を深める声かけ・あいさつ運動を推進するとともに、要援護者登録

名簿や要援護者マップを整備し、災害時など緊急時の避難支援体制を強化します。  

 

重点事業６ 自分らしく自立した生活を送る為の仕組みづくりの推進  

・生活困窮者への自立支援、虐待防止、地域住民の絆づくり、助け合いの心づくり、自殺予防

対策など制度のはざまに落ち込みそうな地域課題について検討します。 

 

重点事業７ 全世代型地域包括ケアシステム 

（愛称：みなのいきあいシステム）の構築 

・『皆野町の社会資源をみんなで活用すること』を目標に、地域の課題を『我が事・丸ごと』

として解決に向けて取り組む全世代型地域包括ケアシステムの構築を目指します。 
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第６章 計画の推進 

地域福祉を効果的に推進するためには、地域福祉活動が基本的に町民や住民組織等によって

自主的に担われ、その活動によって生じた様々な課題や問題に対して、皆野町社会福祉協議会

や行政が支援するという基本的な仕組みを構築することが必要です。  

そのためには、町民や行政区、民生委員・児童委員等の関係団体、皆野町社会福祉協議会、

行政の従来の福祉施策・活動に加え、地域福祉を推進するための新たな役割分担を構築するこ

とが必要です。  

地域ぐるみで町民同士が日常生活の改善に向け一定の関わりを持ち続け、行政や社会福祉協

議会、民生委員・児童委員等の関係団体においては従来の取り組みや活動とは異なった視点で

地域福祉施策を推進することが求められています。  

  

１ 連携体制の強化  

地域における生活課題や福祉に対するニーズが増大・多様化する一方で、少子高齢化に代表

されるような地域社会の変容や社会福祉財政の増大、これから起こりうる新たな社会問題等、

福祉行政が抱える課題をどのように“地域の福祉力”で解決できるかが重要になっています。  

また、「個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で障がいの有無や年齢にかかわら

ず、その人らしい安心のある生活が送れる社会」を実現するためには、町民や行政区、関係機

関・団体、社会福祉協議会、行政等がそれぞれ担う役割を明らかにし、協働を基本とした新た

な福祉社会づくりを進め、町民の誰もが安心感を得られる生活環境を整備することが必要です。  

  

２ 相談支援体制の強化  

町民の誰もが地域で自立し、安心感を得ながら生活を送るためには、日常生活や福祉等の

様々な生活課題に直面したとき、地域の中で十分な相談支援を受けることができ、その個々の

状況に応じたサービスを適切に選択・利用できる仕組みがなければいけません。  

そのためには、行政や社会福祉協議会、地域包括支援センター、子育て支援センター等で行

ってきた相談支援体制をさらに強化するために、身近な地域で相談できるための基盤整備や町

民が抱える生活課題や福祉に対するニーズが増大・多様化に対応するための相談員の専門性の

向上、複数の相談機関の連携対応など、相談支援体制の強化・充実を図ることが重要です。  

また、民生委員・児童委員をはじめとする地域の相談役、社会福祉協議会、行政との連携を

一層深め、地域に根ざした総合的・一体的な相談支援体制を構築することが必要です。  

  

３ 制度や既存の仕組みのはざまを埋める担い手の育成  

地域における生活課題や福祉に対するニーズは、子育てに関することや一人で移動が困難な

高齢者の買い物・通院、地域の防犯・防災、孤立死からゴミ出しまで多様化しており、従来の

行政による福祉サービスの提供や社会福祉協議会や民生委員・児童委員による地域福祉活動だ

けでは解決できない幅広い問題となっているのが現状です。  

今後は、制度的福祉サービスや社会福祉協議会、民生委員・児童委員の活動の範囲では対応

困難な、地域における課題に対応することのできる新たな担い手の育成を図り、制度のはざま

を埋める活動を推進する必要があります。  
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４ 計画の進捗及び評価  

この計画は、町民や住民組織、関係機関・団体、行政等の協働により推進されるものであり、

地域福祉に関する施策の進捗状況やその評価を行う際は、町民を含めた進捗管理を行う必要が

あります。  

このため、社会福祉協議会においては、「地域福祉活動計画推進委員会（仮称）」を設置し、

町民等の意見を聴取し、行政においては、「地域福祉計画推進委員会（仮称）」を設置し、関係

各課による部門別計画の進捗状況や相互の連携により、この計画の評価・点検を行い、効果的

な計画の進行管理を図ります。  
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資料編 

 

１ 皆野町地域福祉計画策定委員会設置要綱   

 

(設置)  

第 1条 社会福祉法(昭和 26年法律第 45号)第 107条の規定に基づく皆野町地域福祉計画(以下「計  

画」という。)を策定するため、皆野町地域福祉計画策定委員会(以下「委員会」という。)を設置

する。  

 (所掌事務)  

第 2条 委員会は、次に掲げる事を所掌する。  

(1) 計画の策定に関すること。  

(2) その他計画の策定に必要な事項に関すること。  

 (組織)  

第 3条 委員会は、委員 16名以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。  

(1) 町議会議員  

(2) 保健・医療・福祉関係者  

(3) 学識経験者  

(4) 住民代表者  

(5) 行政関係者  

(6) その他町長が必要と認める者  

 (任期)  

第 4条 委員の任期は、委嘱の日から第 2条に規定する事務が終了するまでの期間とする。ただし、  

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 (委員長及び副委員長)  

第 5条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。  

 (会議)  

第 6条 委員会は、委員長が招集し、その議長となる。  

2 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。  

3 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによる。  

4 委員会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。  

 (庶務)  

第 7条 委員会の庶務は、健康福祉課において処理する。  

 (その他)  

第 8条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が別に定める。  

  

附 則  

 この告示は、公布の日から施行し、平成 24年 4月 1日から適用する。 

附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 
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２ 皆野町地域福祉活動計画策定委員会設置要綱   

 

(設置)  

第 1条 皆野町社会福祉協議会(以下「社協」という。)が住民主体の地域福祉活動の指針となる地

域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を策定するため、地域福祉活動計画策定委員会（以

下「策定委員会」という。）を設置する。  

 (所掌事務)  

第 2条 策定委員会は、次に掲げる事項を所掌する。  

(1) 活動計画の策定に関すること。  

(2) その他活動計画の策定に必要な事項に関すること。  

 (組織)  

第 3条 策定委員会は、委員 16名以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから社協会長が委嘱す

る。  

(1) 町議会議員  

(2) 保健・医療・福祉関係者  

(3) 学識経験者  

(4) 住民代表者  

(5) 行政関係者  

(6) その他会長が必要と認める者  

 (任期)  

第 4条 策定委員会の委員の任期は、委嘱の日から第 2条に規定する事務が終了するまでの期間と  

する。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

 (委員長及び副委員長)  

第 5条 策定委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。  

2 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。  

3 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。  

 (会議)  

第 6条 策定委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。  

2 策定委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。  

3 策定委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによ

る。  

4 策定委員会は、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。  

 (庶務)  

第 7条 策定委員会の庶務は、社協事務局において処理する。  

 (その他)  

第 8条 この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営について必要な事項は、委員長が別に定

める。  

  

附 則  この要綱は、公布の日から施行する。  
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３ 皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画策定委員会委員名簿  

 

選 任 区 分  委 員 名  備       考  

町議会議員 

大  澤   径  子  皆野町議会議長  

新  井   達  男   皆野町議会総務教育厚生常任委員会委員長 

保健・医療・ 

福祉 等関係者 

永  田   日 出 夫   薬剤師  

倉  林   光  春  皆野病院事務長  

山  中   章  司   悠う湯ホーム施設長  

横  田   琢  丸  皆野町シルバー人材センター事務局長  

豊  田   喜 美 恵  皆野町社会福祉協議会事務局長  

識 見 者 ・ 

地域住民代表 

中         健  治  皆野町区長会会長  

宮  﨑      健  皆野町区長会副会長  

久  保   高  志  皆野町区長会副会長  

田  島      敏  皆野町区長会副会長 

塩  田      壽  皆野町民生委員・児童委員協議会会長  

横  田   揚  雄  皆野町民生委員・児童委員協議会副会長  

田  村   好  男  皆野町民生委員・児童委員協議会副会長  

行政関係者 

土  屋   良  彦  皆野町副町長  

新  井   敏  文  皆野町総務課長  
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４ 策定の経緯  

 

 時   期 内       容 

１  平成 29年７～８月  「皆野町地域福祉計画策定に関する意識調査」を実施 

対象者 1,000人  

 回答者 578人（回答率 57.8％）  

２  平成 29年 11月 15日  第１回策定委員会 

・「地域福祉計画・地域福祉活動計画」の概要について  

・「皆野町地域福祉計画策定に関する意識調査」の結果説明に

ついて  

３ 平成 29年 11月 17日 地域福祉関係団体・ボランティアの方々へのヒアリング 

４  平成 29年 12月 21日  第２回策定委員会開催  

・「第２期皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画（案）」の

説明について  

５  平成 30年１月９日～ 

        2月 8日  

パブリックコメントの実施  

６  平成 30年２月 27日  第３回策定委員会開催  

・パブリックコメントの報告等について  

・計画の策定について 

７  平成 30年４月  「第２期皆野町地域福祉計画・地域福祉活動計画」開始 

平成 30年度～平成 34年度（5年間）  
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